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税務訴訟資料 第２７０号－５９（順号１３４１９） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 源泉徴収に係る所得税の納税告知処分取消等請求

事件 

国側当事者・国（南税務署長） 

令和２年６月２５日棄却・控訴 

   判     決 

原告           株式会社Ａ 

同代表者代表取締役    甲 

原告訴訟代理人弁護士   松井淑子 

同            澤由美 

原告補佐人税理士     堂本道信 

同            山西克幸 

被告           国 

同代表者法務大臣     三好雅子 

処分行政庁        南税務署長 

             鈴木孝雄 

指定代理人        市川聡毅 

同            市谷諭史 

同            東正幸 

同            古曽部歩 

同            岡本和宏 

同            石田武史 

   主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

   事実及び理由 

第１ 請求 

１ 南税務署長が平成２８年８月３０日付けで原告に対してした次の各処分をいずれも取り消す。 

（１）平成２５年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更

正処分のうち、納付すべき消費税額につき２４５３万６８００円を超える部分及び納付すべ

き地方消費税額につき６１３万４２００円を超える部分並びにこれらに係る過少申告加算税

の賦課決定処分 

（２）平成２６年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更

正処分のうち、納付すべき消費税額につき１億３５６３万４５００円を超える部分及び納付

すべき地方消費税額につき３５５４万７８００円を超える部分並びにこれらに係る過少申告

加算税の賦課決定処分 



2 

２ 南税務署長が平成２８年１０月２７日付けで原告に対してした次の各処分をいずれも取り消

す。 

（１）平成２４年６月、同年７月、同年１０月から同年１２月までの各月分の源泉徴収に係る所

得税の各納税告知処分及びこれらに係る不納付加算税の賦課決定処分 

（２）平成２５年１月から平成２６年１２月までの各月分の源泉徴収に係る所得税及び復興特別

所得税の各納税告知処分及びこれらに係る不納付加算税の賦課決定処分 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

原告は、その副社長が原告の資金を用いて購入等をした服飾品、宝飾品等の額を交際接待費

等として処理し、平成２５年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間（以下「平成２５

年１２月課税期間」という。）及び平成２６年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間

（以下「平成２６年１２月課税期間」といい、平成２５年１２月課税期間と併せて「本件各課

税期間」という。）の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の各確定申告におい

て、上記の購入等をした額を課税仕入れに係る支払対価の額に含めて控除対象仕入税額を計算

していたところ（ただし、その後、その購入等の額の一部は副社長に対する貸付金として処理

するなどして課税仕入れに係る仕入対価の額から除外して修正申告をした。）、処分行政庁は、

それらの購入等は、原告から副社長に対する所得税法（平成２５年１月１日より前に支払うべ

き同法２８条１項に規定する給与等については平成２４年法律第１６号による改正前のもの、

同日以後に支払うべき当該給与等については平成２５年法律第５号による改正前のもの。以下、

当該給与等に対応する法律をいう。）２８条１項に規定する給与等（以下「給与等」という。）

に該当し、当該仕入れに該当しないなどとして、本件各課税期間の消費税等の各更正処分（以

下、平成２５年１２月課税期間の消費税等の更正処分を「平成２５年１２月課税期間消費税等

更正処分」、平成２６年１２月課税期間の消費税等の更正処分を「平成２６年１２月課税期間

消費税等更正処分」といい、併せて「本件消費税等各更正処分」という。）及びそれらに係る

過少申告加算税の賦課決定処分をした。 

また、処分行政庁は、原告に対し、その副社長が原告の資金を用いて購入等をした服飾品、

宝飾品等の額は、給与等に該当するとし、平成２４年６月分、同年７月分及び同年１０月分か

ら同年１２月分までの各月分の源泉徴収に係る所得税（以下「源泉所得税」という。）の各納

税告知処分（以下「平成２４年分各納税告知処分」という。）並びに平成２５年１月分から平

成２６年１２月分までの各月分の源泉所得税及び源泉徴収に係る復興特別所得税（以下「源泉

所得税等」という。）の各納税告知処分（以下「平成２５・２６年分各納税告知処分」といい、

平成２４年分各納税告知処分と併せて「本件各納税告知処分」といい、本件各納税告知処分と

本件消費税等各更正処分とを併せて「本件各処分」という。）並びにそれらに係る不納付加算

税の賦課決定処分をした。 

本件は、原告が、①本件各処分の理由提示に不備がある、②副社長による原告の費用負担に

よる服飾品、宝飾品等の購入等は、業務上の関係者等への贈答品のためであったなどとして、

それらの購入等の額は給与等に該当しないなどと主張し、本件消費税等各更正処分のうち各申

告額を超える部分、本件各納税告知処分、本件消費税等各更正処分に係る過少申告加算税の賦

課決定処分及び本件各納税告知処分に係る不納付加算税の賦課決定処分（以下、これらの各賦

課決定処分を併せて「本件各賦課決定処分」といい、本件各処分と併せて「本件各処分等」と
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いう。）の取消しを求める事案である。 

２ 関係法令の定め等 

（１）行政手続法に係る関係法令の定め 

行政手続法１４条１項本文は、行政庁は、不利益処分をする場合には、その名宛人に対

し、同時に、当該不利益処分の理由を示さなければならない旨規定している。 

（２）所得税に関する関係法令等の定め 

ア 所得税法２８条１項は、給与所得とは、俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれ

らの性質を有する給与（給与等）に係る所得をいう旨規定している。 

イ 所得税法３６条１項は、その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又

は総収入金額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、その年において収入

すべき金額（金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもって収入する場合には、そ

の金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額）とする旨規定している。 

ウ 所得税法１８３条１項は、居住者に対し国内において給与等の支払をする者は、その

支払の際、その給与等について所得税を徴収し、その徴収の日の属する月の翌月１０日

までに、これを国に納付しなければならない旨規定している。 

エ 東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特

別措置法（平成２５年法律第５号による改正前のもの。以下「復興財源確保法」とい

う。）２８条１項は、所得税法第４編第１章から第６章までの規定等により所得税を徴収

して納付すべき者は、その徴収（平成２５年１月１日から平成４９年１２月３１日まで

の間に行うべきものに限る。）の際、復興特別所得税を併せて徴収し、当該所得税の法定

納期限までに、当該復興特別所得税を当該所得税に併せて国に納付しなければならない

旨規定している。 

（３）消費税に関する関係法令の定め 

ア 消費税法（平成２６年４月１日より前の課税仕入れについては平成２４年法律第６８

号による改正前のもの、同日以後の課税仕入れについては平成２７年法律第９号による

改正前のもの。以下、各課税仕入れに対応する法律をいう。）３０条１項１号は、事業者

が、国内において課税仕入れを行った場合には、当該課税仕入れを行った日の属する課

税期間の課税標準額に対する消費税額から、当該課税期間中に国内において行った課税

仕入れに係る消費税額を控除する旨規定している。 

イ 消費税法２条１項１２号は、前記アの「課税仕入れ」とは、事業者が、事業として他

の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供（給与等を対価とする役

務の提供を除く。）を受けること（当該他の者が事業として当該資産を譲り渡し、若しく

は貸し付け、又は当該役務の提供をしたとした場合に課税資産の譲渡等に該当すること

となるもので、消費税法７条１項各号に掲げる資産の譲渡等に該当するもの及び同法８

条１項その他の法律又は条約の規定により消費税が免除されるもの以外のものに限る。）

をいう旨規定している。 

（４）過少申告加算税等に係る関係法令の定め 

国税通則法（平成２８年法律第１５号による改正前のもの。）６５条１項は、期限内申告

書が提出された場合において、修正申告書の提出又は更正があったときは、当該納税者に

対し、その修正申告又は更正に基づき納付すべき税額に１００分の１０の割合を乗じて計
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算した金額に相当する過少申告加算税を課する旨規定し、同条４項は、同条１項に規定す

る納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうちにその修正申告又は更正前の税額の計

算の基礎とされていなかったことについて正当な理由があると認められるものがある場合

には、同項に規定する納付すべき税額からその正当な理由があると認められる事実に基づ

く税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除して、同項の規定を適用する

旨規定している。 

また、国税通則法６７条１項本文は、源泉徴収による国税がその法定納期限までに完納

されなかった場合には、税務署長は、当該納税者から、納税の告知に係る税額に１００分

の１０の割合を乗じて計算した金額に相当する不納付加算税を徴収する旨規定し、同項た

だし書は、当該告知に係る国税を法定納期限までに納付しなかったことについて正当な理

由があると認められる場合は、この限りでない旨規定している。 

３ 前提事実 

以下の事実は、当事者間に争いがないか、掲記の各証拠（枝番のあるものは特記しない限り

全枝番を含む。以下同じ。）及び弁論の全趣旨により容易に認めることができる。 

（１）当事者等 

ア 原告は、乙が明治４２年に創業した鉄鋼原料商を発祥とし、昭和３３年１月●日、合

資会社Ｂを前身として設立された株式会社であり、鋼材、古鉄、古非鉄金属等の売買、

いわゆる鉄スクラップの卸売を主たる事業とする会社である（甲１、１０、１８、乙１

２）。 

原告の平成２６年１月１日から同年１２月３１日までの事業年度における従業員数は６

５人とされている（乙１５）。 

イ 甲（以下「会長」という。）は、創業者である乙の孫であり、昭和５２年３月１５日付

けで原告の代表取締役に就任し、その後、本件各処分に関わる平成２４年６月１日から

平成２６年１２月３１日までの間（以下「本件期間」という。）を含め、継続してその地

位にある（甲１、乙１３～１５）。 

ウ 丙（以下「副社長」という。）は、会長の妻であり、平成３年７月２０日付けで原告

の取締役に就任し、その後、本件期間を含め、継続して取締役副社長の地位にある（甲

１、乙１２、１５、１６）。 

エ 原告の発行済株式総数は２万株であり、本件期間において、株式会社Ｃが１万２４６

０株（６２．３％）、会長が２０００株（１０％）、副社長が１１０株（０．５５％）、

その他会長の親族３名が３３０株（１．６５％）、その他の企業（Ｄ株式会社、Ｅ株式

会社、Ｆ株式会社）が５１００株（２５．５％）をそれぞれ保有していた（甲１、３、

乙１）。 

オ 株式会社Ｃは、副社長が代表取締役を務め、原告と所在地を同じくする法人である。

株式会社Ｃの発行済株式総数は２００株であり、副社長が普通株式１株、会長及び副社

長の長男（丁）が株主総会の全ての事項について議決権のないＡ種議決権制限株式１９

９株を、それぞれ保有している（乙１、２）。 

（２）副社長の購入等 

副社長は、平成２４年６月７日から平成２６年１２月１５日までの間、別紙２「本件各

購入品等一覧」のとおり、「購入等年月日」欄の日に、「商品名等」欄に掲げた服飾品、宝
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飾品等（以下「本件各購入品等」という。）を、「税込金額」欄の金額で、原告の費用負担

において購入等（「送料」や「修理費」等のサービス料の支払を含む。）をした（ただし、

「商品名等」欄に「二重計上」との記載があるものについては、副社長が原告名義のクレ

ジットカードを利用してその費用負担において購入したにもかかわらず、購入の際に受領

した領収書を原告に提示するなどして立替払の精算金として金員の交付を受けたものであ

る。）。本件各購入品等の購入等の総額は、約６億７０００万円である。（以上につき、甲

８） 

（３）原告の確定申告及び修正申告 

ア 確定申告 

原告は、平成２５年１月１日から同年１２月３１日まで及び平成２６年１月１日から同

年１２月３１日までの各事業年度（以下、それぞれ「平成２５年１２月期」、「平成２６

年１２月期」といい、併せて「本件各事業年度」という。）の法人税、平成２５年１月１

日から同年１２月３１日まで及び平成２６年１月１日から同年１２月３１日までの各課

税事業年度（以下、それぞれ「平成２５年１２月課税事業年度」、「平成２６年１２月課

税事業年度」といい、併せて「本件各課税事業年度」という。）の復興特別法人税並びに

本件各課税期間の消費税等について、別表１－１から１－３までの「確定申告」欄のと

おりの記載をして、法定申告期限までにそれぞれ確定申告をした。 

原告は、本件各事業年度の法人税及び本件各課税事業年度の復興特別法人税の各確定申

告において、本件各購入品等については、別紙２の「当初計上科目」欄のとおり、その

ほとんどを交際接待費（一部は雑費、旅費交通費）として計上していた。また、本件各

課税期間の消費税等の各確定申告において、本件各購入品等の購入額の全てを課税仕入

れに係る支払対価の額に含め、控除対象仕入税額の計算上、個別対応方式の「課税売上

と非課税売上に共通して要するもの」に該当するなどとして控除対象仕入税額を計算し

た。（以上につき、甲３、７、８、乙４，２９［１０～１３頁］） 

イ 修正申告 

原告は、平成２８年１月７日付けで、本件各事業年度の法人税、本件各課税事業年度の

復興特別法人税及び本件各課税期間の消費税等について、別表１－１から１－３までの

「修正申告」欄のとおりの記載をして、それぞれ修正申告をした。 

原告は、これらの法人税及び復興特別法人税の各修正申告において、本件各購入品等の

科目について、ほとんどを交際接待費（一部は雑費、旅費交通費）としていたものを、

別紙２の「修正後振替科目」欄のとおり、一部は交際接待費として維持したが、その多

くを「貸付金」及び「商品」に修正して計上した。 

また、原告は、上記の本件各課税期間の消費税等の各修正申告において、本件各購入品

等のうち、上記のとおり「貸付金」に科目修正をしたものについては、そのほとんどを

副社長に対する貸付金に該当するものとして、課税仕入れに係る支払対価の額に含めな

いものとしたが、「交際接待費」として維持したものと、「商品」に科目修正をしたもの

については、原告の棚卸資産（商品）等に該当するものとして、課税仕入れに係る支払

対価の額に含めたまま控除対象仕入税額を計算した。（以上につき、甲４、７、８、乙２

９［１０～１３頁］） 

なお、以下、本件各購入品等について、次のとおり分類して略称する。 
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（ア）本件服飾品等    別紙２の「修正後振替科目」欄において「貸付金」とされた 

もの（ただし、「商品名等」欄に「二重計上」と記載があるも 

のを除く。） 

（イ）本件宝飾品等    別紙２の「修正後振替科目」欄において「商品」とされたも 

             の 

（ウ）本件振替後交際費分 別紙２の「修正後振替科目」欄において「交際接待費」とさ 

れたもの 

（エ）本件二重計上分   別紙２の「商品名等」欄において「二重計上」との記載があ 

るもの 

（４）本件処分等 

ア 処分行政庁は、平成２８年８月３０日付けで、原告に対し、①別表１－１の「更正処

分等」欄のとおり、本件各事業年度の法人税を減額する各更正処分及び過少申告加算税

の賦課決定処分、②別表１－２の「更正処分等」欄のとおり、本件各課税事業年度の復

興特別法人税を減額する各更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分、並びに③別表

１－３の「更正処分等」欄のとおり、本件消費税等各更正処分及びそれらに係る過少申

告加算税の賦課決定処分をした（甲６、７）。 

イ 処分行政庁は、原告に対し、平成２８年１０月２７日付けで、別表１－４の「納税告

知処分」及び「不納付加算税賦課決定処分」欄のとおり、平成２４年６月分、同年７月

分及び同年１０月分から同年１２月分までの各月分の源泉所得税並びに平成２５年１月

分から平成２６年１２月分までの各月分の源泉所得税等について、本件各納税告知処分

及びそれらに係る不納付加算税の賦課決定処分をした（甲８）。 

（５）審査請求 

原告は、平成２８年１１月３０日付けで、国税不服審判所長に対し、本件消費税等各更

正処分及びそれらに係る過少申告加算税の賦課決定処分、本件各納税告知処分及びそれら

に係る不納付加算税の賦課決定処分等の取消しを求めて審査請求をしたが、平成２９年１

１月１４日付けで、原告の審査請求を一部却下し、その余を棄却する旨の裁決がされ、同

月２４日頃、原告に通知がされた（甲９、乙３６）。 

（６）本件訴えの提起 

原告は、平成３０年５月２３日、本件訴えを提起した（顕著な事実）。 

４ 本件各処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張 

被告が主張する本件各処分等に係る課税の根拠及び計算は、別紙１「本件各処分等の根拠及

び適法性」記載のとおりであるところ、原告は、後記５の争点に関する部分を除き、本件各処

分等の根拠及び適法性を争っていない。 

５ 争点 

（１）本件各処分の理由提示に本件各処分を取り消すべき違法があるか否か 

（２）副社長の本件各購入品等の各購入等の額が副社長に対する給与等に該当するか否か 

（３）本件宝飾品等及び本件振替後交際費分の各購入等が課税仕入れに該当するか否か 

６ 争点に関する当事者の主張 

（１）争点（１）（本件各処分の理由提示に本件各処分を取り消すべき違法があるか否か）につ

いて 



7 

（原告の主張） 

ア 処分の名宛人に対しては、その処分に至る判断過程を示すべきことを判示した最高裁

判決（最高裁判所平成２３年６月７日第三小法廷判決・民集６５巻４号２０８１頁。以

下「平成２３年最高裁判決」という。）、法人税法１３０条２項所定の理由提示の不備の

違法性が争われた事案において、更正の根拠を、更正処分の恣意抑制及び不服申立ての

便宜という理由提示制度の目的を充足する程度に具体的に明示するものであることを要

すると判示した最高裁判決（最高裁判所昭和６０年４月２３日第三小法廷判決・民集３

９巻３号８５０頁）等に照らせば、課税処分等の通知における更正の理由として、①更

正の原因となる事実、間接事実のほか、②適用する法律の要件、主要事実の認定に至る

判断経過として、各間接事実をどのように評価したのか、どのような経験則を用いて課

税要件となる主要事実が認められたと判断されるのかという事実の評価に至る理由又は

根拠及び経験則を納税者に理解し得る程度に示す必要がある。 

イ 本件各納税告知処分に係る通知書の理由の記載 

（ア）本件各納税告知処分に係る各通知書（以下、平成２４年分各納税告知処分に係る納

税告知書［甲８の１］を「平成２４年分納税告知書」、平成２５・２６年分各納税告知

処分に係る納税告知書［甲８の２］を「平成２５・２６年分納税告知書」といい、併せ

て「本件各納税告知書」という。）は、①本件各納税告知書の各別紙１の「修正後振替

科目」欄に「貸付金」と記載されている支出、②本件各納税告知書の各別紙２の「修正

後振替科目」欄に「商品」と記載されている支出、③平成２４年分納税告知書の別紙３

の「修正後振替科目」欄に「交際接待費」との記載がされている支出、④平成２５・２

６年分納税告知書の別紙３の「商品名」欄に「二重計上」と記載されている支出につい

て、それぞれ副社長が原告から利得を得たなどとする結論の理由としての記載がある。 

（イ）しかしながら、それらの理由として記載されているのは、いずれも、結論を合理的

に担保する事実ではないもの、その事実を認定するに至った理由が記載されておらず意

味のないもの、経験則上結論を導くことができないため意味のないものなど、理由の提

示として意味がないものであるから、理由の提示があるとはいえない。 

ウ 本件消費税等各更正処分に係る通知書の理由の記載 

本件消費税等各更正処分に係る各通知書（以下「本件消費税等各更正通知書」とい

う。）は、いずれも貸付金の額が副社長に対する給与等の額に該当すると認定した理由と

して、根拠となり得ない事実や、判断過程、経験則が不明で意味をなさない事実が記載

されているにすぎない。また、交際接待費として記帳されていた宝飾品等が給与等の額

に該当するとした理由として、その事実認定に至る理由の記載がないもの、意図的な誤

導によるもの、論理、経験則の飛躍があるもの、経験則が存在しないものなど、不合理

な理由が記載されているにすぎない。 

エ まとめ 

本件各処分については、いずれも経験則に基づき合理的に判断して法律上の要件が認定

できる事実の記載がない。いかなる判断過程で何をもって副社長が利得しているとの判

断に至ったのかを合理的に検証できる事実の記載がなく、検証可能性のない理由の記載

があるにすぎないから、法が要求する理由の提示があったと認めることはできない。 

（被告の主張） 
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ア 本件各納税告知書の理由提示に違法はないこと 

本件各納税告知書においては、本件各納税告知処分の対象となった各購入等の額につい

て、原告が経理処理において、①交際接待費等から「貸付金」に振り替えたもの、②交

際接待費等から「商品」に振り替えたもの、③交際接待費としたままのもの及び④交際

接待費として二重計上していたものの４つに分類して、それぞれについて、処分の理由

が説明され、これら①から④までに該当する購入等の事実については、具体的に明示さ

れている。 

その上で、本件各納税告知書においては、上記①から③までについて、その分類ごとに、

副社長に対する経済的利益の供与があったと認定した根拠となる事実が具体的に記載さ

れ、上記④については、当該金額が副社長に対する経済的利益の供与であると認定した

根拠となる事実等が記載されている。そして、これらを踏まえて原告は副社長に対して

経済的利益の供与を行っており、かかる支出が給与等に該当すると認められることから、

所得税及び復興特別所得税を源泉徴収すべきものである旨記載されている。 

このような本件各納税告知書の記載内容からすれば、課税の根拠の基礎となる事実関係

及び適用法令を記載するとともに、処分行政庁が各購入等の額が副社長に対する給与等

に該当すると認定・判断するために考慮した事実関係が具体的に摘示されているという

ことができ、処分行政庁の判断の慎重、合理性を確保する点について欠けるところはな

く、行政庁の恣意抑制及び処分の名宛人の不服申立ての便宜という理由提示制度の趣旨

目的を充足する程度に具体的に明示したものということができ、理由提示に何ら違法は

ないというべきである。 

イ 本件消費税等各更正通知書の理由提示に違法はないこと 

本件消費税等各更正通知書においては、原告が本件各課税期間の消費税等に係る各修正

申告において課税仕入れに係る支払対価の額に該当するとした各購入等の額について、

原告が経理処理により①交際接待費等から「商品」に振り替えたもの及び②交際接待費

として課税仕入れに係る支払対価の額としているものに分類して、それぞれについて処

分の理由が説明され、これら①及び②に該当する購入等の事実については、具体的に明

示されている。 

その上で、本件消費税等各更正通知書においては、上記①及び②のそれぞれについて、

当該各購入等は原告から副社長に対する経済的利益の供与があったものとして給与等に

該当し、事業として他の者から課税資産を譲り受けたものではないと認定した根拠とな

る事実が具体的に記載され、当該各購入等の額が課税仕入れに係る支払対価の額に該当

しない旨記載されている。 

また、原告が本件各課税期間の消費税等に係る各修正申告において、非課税売上高に該

当するとして課税売上割合の計算に含めた受取利息については、原告が経理処理により

交際接待費等から「貸付金」に振り替えたものは、貸付金ではないから上記受取利息は

生じないことが、そのように認定した根拠となる具体的な事実とともに記載され、課税

売上割合の計算に含まれない旨記載されている。 

そして、本件消費税等各更正通知書においては、課税売上割合及び課税仕入れに係る支

払対価の額の異動を再計算し、これに基づく控除対象仕入税額の異動を算出して記載し

ている。 
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このような記載内容からすれば、本件消費税等各更正通知書における処分の理由の記載

は、処分行政庁の判断の慎重、合理性を確保する点について欠けるところはなく、行政

庁の恣意抑制及び処分の名宛人の不服申立ての便宜という理由提示制度の趣旨目的を充

足する程度に具体的に明示したものということができ、理由提示に何ら違法はないとい

うべきである。 

ウ まとめ 

以上のとおり、本件各処分における理由提示にはいずれも何ら違法はなく、本件各処分

の理由提示に法が要求する理由の提示があったとはいえない旨の原告の主張には理由が

ない。 

（２）争点（２）（副社長の本件各購入品等の各購入等の額が副社長に対する給与等に該当する

か否か）について 

（被告の主張） 

ア 副社長が本件各購入品等の購入等により原告から利益を得たこと 

（ア）本件服飾品等について 

①本件服飾品等は婦人服、呉服、婦人靴、婦人用の服飾雑貨等が多数を占めていたこ

と、②原告は、当初、本件服飾品等の額を交際接待費に計上していたが、本件服飾品等

の贈答年月日、贈答先名等の記載がある書類を作成しておらず、本件税務調査（原告の

本件各事業年度の法人税の各更正処分、本件各課税事業年度の復興特別法人税の各更正

処分、本件消費税等各更正処分、本件各納税告知処分に係る税務調査をいう。以下同

じ。）を通じ、贈答先等の具体的内容を一切明らかにしなかったこと、③副社長は、本

件の調査担当者に対し、少なくとも、「Ｇ」や「Ｈ」で購入したもの、呉服、バッグは

自分の所有物であること、本件服飾品等については自宅に保管されていること、必要な

くなったものは友人に送っていることを認める供述をしており、この供述は十分信用で

きること、④原告は、本件服飾品等は副社長の個人的な購入によるものである旨認めて

いたこと、⑤原告は本件税務調査において、交際接待費等について、使用内容を福利厚

生費等の経費、交際費、償却資産、非償却資産及び個人的使用の形態に分けて考えたい

旨の説明をし、更にその後、内容別に６つに区分した上で、個人的使用分については

「５ 仮払金（私的分）」と経理処理すべきであったなどと説明し、「貸付金」に振り替

えて経理処理したこと、⑥原告が副社長から金銭借用証書の提出を受けたとするのは、

本件期間よりも後の平成２７年１２月３日であること、⑦会長は、平成２７年１０月以

前に２回ほど、副社長が本件服飾品等や本件宝飾品等の一部を購入していた購入先の外

商担当者に対し、副社長に商品を販売しないように要請していたこと、⑧本件税務調査

の前回及び前々回の税務調査においても、本件服飾品等や本件宝飾品等と同様の内容を

含む副社長による購入等があり、これが副社長に対する給与等に該当するものとして、

源泉所得税の納税告知処分が行われたこと、がそれぞれ認められる。これに加え、原告

が、本件税務調査を受けて、交際接待費等を副社長に対する貸付金とする振替経理処理

を行ったことは、給与課税を免れるための工作であったことがうかがわれることなどか

らすれば、本件服飾品等の購入等は、原告の事業のために行われたものとは到底認めら

れず、いずれも副社長の個人的な購入等であって、原告から経済的利益の供与による利

得を得たものというべきである。 
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（イ）本件宝飾品等について 

①本件宝飾品等には、副社長の希望するデザインや副社長のサイズに合わせて製作さ

れたダイヤモンドリングが含まれているのであって、副社長は、自身の好みに合わせて

本件宝飾品等を購入しており、しかも、少なくともその一部を着用していたこと、②副

社長は、本件宝飾品等を、卸売価格ではなく一般消費者に対する小売価格で百貨店から

購入していたこと、③原告は、当初、本件宝飾品等の額を交際接待費に計上していたが、

本件宝飾品等の贈答年月日、贈答先名等の記載がある書類を作成しておらず、本件税務

調査を通じ、贈答先等の具体的内容を一切明らかにしなかったこと、④原告は、本件宝

飾品等について、商品としての棚卸等の実施や在庫表、資産管理台帳、販売に係る事業

計画等の作成をしておらず、また、本件税務調査を通じ、商品として管理を行わず交際

接待費として計上していたことについても合理的な理由の説明をしなかったこと、⑤本

件宝飾品等の保管場所は副社長の自宅であり、また、その一部は購入時のケースには入

れられておらず、引き出し内に多数を並べて保管されていたこと、⑥少なくとも本件各

事業年度において、原告における宝石等の販売実績は１回もないこと、⑦原告のホーム

ページにおいても、宝石等の販売については、原告の事業内容として公表されていなか

ったこと、⑧会長は、平成２７年１０月以前に２回ほど、副社長が本件服飾品等や本件

宝飾品等の一部を購入していた購入先の外商担当者に対し、副社長に商品を販売しない

ように要請していたこと、⑨本件税務調査の前回及び前々回の税務調査においても、本

件服飾品等や本件宝飾品等と同様の内容を含む副社長による購入等があり、これが副社

長に対する給与等に該当するものとして、源泉所得税の納税告知処分が行われたことが、

それぞれ認められることからすれば、本件宝飾品等の購入等は、原告の事業のために行

われたものとは到底認められず、これらはいずれも、副社長の個人的な購入等であった

とみるべきであり、副社長は、原告から経済的利益の供与による利得を得たものという

べきである。 

（ウ）本件振替後交際費分について 

本件振替後交際費分についても、その購入の内容は本件服飾品等又は本件宝飾品等と

同様であって、同様の理由により、原告の事業のために購入等がされたものではなく、

いずれも副社長の個人的な購入等であったとみるべきであり、副社長は、原告から経済

的利益の供与による利得を得たものというべきである。 

（エ）本件二重計上分について 

本件二重計上分は、副社長が原告の負担の下に行った各購入等について、原告が、副

社長からの領収書等の提示を受けて、副社長に対して金員を交付し、その金額を原告の

経費として計上していたものである。このような金員の給付は、前記（ア）から（ウ）

までと同様に、原告が副社長による各購入等の費用を負担する前提の下に支払われたも

のであるから、副社長は、原告から経済的利益の供与による利得を得たものというべき

である。 

（オ）以上に対し、原告は、副社長が利益を得たことについて、全ての購入品等について

副社長が私物として個人的に購入等をしたことを立証して、はじめて副社長が「利益を

得た」という事実が認められるなどと主張するが、かかる原告の主張は、実質上、推認

の前提事実の立証における証明の程度あるいは立証方法について、税務調査権限の存在
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を理由に、通常よりも高度の立証あるいは特別の証拠法則の適用を要求し、直接証拠に

よる立証を求めるものであって、一般の証拠法則に照らして、容認し得ない。 

イ 給与等の意義及び範囲 

（ア）給与所得とは、雇用契約又はこれに類する原因に基づき使用者の指揮命令に服して

提供した労務の対価としての使用者から受ける給付をいう（最高裁判所昭和５６年４月

２４日第二小法廷判決・民集３５巻３号６７２頁）。ただし、所得税法上の給与所得の

概念は包括的なものであることからすれば、給与所得の対象となる給与等は、労務の直

接的な対価にのみ限定されるのではなく、その勤労者たる地位に基づいて使用者から支

給される金銭的給付なども含まれているものとして観念されるべきである（最高裁判所

昭和３７年８月１０日第二小法廷判決・民集１６巻８号１７４９頁）。また、給与所得

は、金銭の形を取る必要はなく、金銭以外の資産又は経済的利益の供与も含む概念であ

るというべきである（最高裁判所平成２７年１０月８日第一小法廷判決・裁判集民事２

５１号１頁。以下「平成２７年最高裁判決」という。）。 

（イ）法人の役員の役務提供の内容が極めて包括的かつ広範で法人の業務全般に及ぶもの

であり、役員に就任していること自体（地位）によって法人に貢献することも含まれ得

ることなどからすると、法人の役員が実質的にその法人資産を自由に処分し得る地位及

び権限を有していると認められる事情があり、当該役員がその意思に基づき、経理上、

給与等の外形によらず法人から利益を得ており、かつ、当該役員がその利益を得ること

について、法人経営の実権を掌握し法人を実質的に支配している法人代表者等も容認し

ているような場合には、当該役員が得た利益は、その利益の取得が法人からみて純然た

る第三者との取引ともいうべき態様によるものであるなどの特段の事情がない限り、当

該役員の地位及び権限に基づいて当該法人から当該役員に移転したものと推認すること

ができ、所得税法２８条１項に規定する給与等に該当すると解するのが相当である。 

そして、この判断枠組みは、法人から利益を受けた役員が当該法人の代表者であるこ

とや法人経営者の実権を掌握していることは必須でない。 

ウ 当てはめ 

（ア）副社長は、原告の実質的な筆頭株主であり、取締役副社長でもあって、かつ会長の

妻でもあるなど、法律上・事実上の原告に対する支配力を有する地位を占めていたこと

を背景に、その取り扱う経費については、使途や購入品目等の具体的内容について会長

を含む原告の役員及び従業員の誰からもその内容を確認されることがないままに、自由

に購入品等を購入するなどして使用することができたのであって、実質的にその法人資

産を自由に処分し得る地位及び権限を有していたことが認められる。 

（イ）そして、副社長がその利益を得ることについて、原告の経営の実権を掌握し原告を

実質的に支配している会長も容認していた。これは、原告が副社長の３億２７３２万円

余りもの多額の本件宝飾品等や「きもの悉皆」、フランス旅行費用など、会長が交際接

待費等に該当しないと容易に認識できたはずの支出についても交際接待費等として経理

処理を行ってきたこと、会長又は原告の行動は、副社長による本件各購入品等の購入等

の内容が原告の事業関係者への贈答として問題がないと仮定するならば、極めて不自然

なものであることに加え、原告は本件服飾品等の購入額について副社長に実質的には返

済をさせていないことから認められる。 
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（ウ）以上のとおり、副社長は、原告が負担することを前提とした購入等を通じて、実質

的にその法人資産を自由に処分し得る地位及び権限を有しており、当該地位及び権限を

利用して、その意思に基づき、原告の負担において本件各購入品等の購入等を行うこと

によって、経理上、給与等の外形によらず、原告から利益を得ていた。そして、副社長

が当該利益を得ることについては、原告の経営の実権を掌握し原告を実質的に支配して

いる会長も容認していた。 

したがって、本件各購入品等に係る各購入等の額は、いずれも副社長の地位及び権限

に基づいて原告から副社長に移転したものと推認することができ、その利益の取得が原

告から見て純然たる第三者との取引ともいうべき態様によるなどの特段の事情も何ら存

しないから、原告から副社長に対する給与等に該当する。 

（原告の主張） 

ア 副社長が本件各購入品等の購入等により原告から利益を得たとは認められないこと 

（ア）副社長の担当業務等 

原告における副社長の職責・役割は、販路開拓及び商機獲得のための異業種の経営者

等との交流及び交際であり、異業種の経営者、役員、その親族等に対する贈答品の選定

及び購入は、副社長の担当業務であった。原告の経営方針として、「損が先、利益は

後」というものがあり、この経営方針のもと、長期的には異業種分野にも進出すること

ができ、順調に売上げを伸ばしてきた。異業種の人材との交流による商機の拡大のため、

目先の見返りを考えることのない贈答による交際もその一環であった。 

（イ）本件服飾品等について 

副社長による本件服飾品等の購入は、原告名義のカードを使用してされ、原告の支出

によるものであった。そして、副社長は、上記（ア）のとおりの担当業務として、本件

各購入品等の選定及び購入手続を行った。すなわち、副社長は、自らの業務として、原

告の機関として、本件服飾品等の購入をしたにすぎない。 

（ウ）本件宝飾品等について 

副社長は、原告のために、非常時に売却をも予定する資産性の高い棚卸資産又は商品

として、本件宝飾品等を購入した。本件宝飾品等は、副社長が一人で使用できる量では

なく、個人のものとして購入したとすれば量が多すぎ、経験則に反する。 

（エ）副社長が利益を得たことの立証がされていないこと 

ａ 本件各購入品等の額が副社長の給与に該当するというのであれば、その立証がされ

なければならず、副社長が本件各購入品等を「個人的に購入した」ことを認定するに

足りる証拠が必要となる。 

ところが、処分行政庁は、本件税務調査において、副社長の自宅を調査せず、本件

各購入品等が存在しないことを確認しなかった。そのような確認がされれば、副社長

が利益を得ていたことの認定を阻害する事実が確認されたはずである。 

ｂ 給与の源泉徴収業務は、給与の支払ごとに納税義務が成立し、それと同時に税額が

確定するから、本件各購入品等については、一つ一つの事実認定がされるべきである。 

被告は、本件各購入品等のうち、副社長が仕立て直しをした着物や副社長の指の大

きさに合わせて加工した宝飾品の存在を間接事実として本件各購入品等の全ての立証

をしようとしているが、上記の着物や宝飾品は、原告がその営業及び交際のために副
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社長に使用することを認めていたにすぎないし、また、それらは本件各購入品等のう

ちのわずか１００分の１以下の点数にすぎない。 

そして、本件各購入品等の中には、別紙３「本件各購入品等のうち個人的購入品で

ないもの（原告の主張）」にあるように、紳士腕時計、紳士服、馬具、子供服等、明

らかに副社長が個人的に使用するために購入したものではないものが含まれているが、

副社長がこれらの購入により利益を得たことについての具体的な立証もされていない。 

ｃ 会長及び副社長は、本件税務調査において、本件各購入品等の贈答先を明らかにで

きない旨回答したが、それを明らかにすると贈答先に多大な迷惑が生じ得ると考えた

からにすぎず、副社長が利益を得ていたからではない。 

イ 給与等に該当する要件等 

（ア）給与所得を認定するためには、客観的な経済的な利益の移転では足りず、支払う者

と支払を受ける者との間の一定の関係性が不可欠であり、利益移転の原因についての意

思又は認識が必要というべきである。 

所得税法１８３条１項は、「給与等の支払をする者は、その支払の際、その給与等に

ついて所得税を徴収し」などと規定しているから、「給与等の支払をする者」において、

「支払」の認識が必要であるのは当然である。給与等として認定するためには、法人と

しての認識として、利益を供与する意思が必要であることはいうまでもない。 

所得税の源泉徴収制度は、申告納税制度を補完するもので、本来の納税義務者でない

源泉徴収義務者に納税義務を課すものであるから、過重な負担を課すことは合理性を欠

き、かかる義務を課す前提として、納税義務者において、徴収する金額等が予測可能で

あり、徴収可能であることが必要となる。よって「給与、報酬」として徴収義務を課す

ためには、一義的にその支払金額が明らかであり、徴収義務者において支払の認識があ

ることが必要である。 

（イ）法人の代表者が横領した事案において、代表者が得た利益が給与等に該当するとし

た裁判例があるが、これは、代表者が、その意思及び行為が法人の意思及び行為として

認められる程度に法人を包括的に支配している場合には、代表者がその権限を濫用して

利益を得たことをもって、法人が代表者に利益を与えたと評価することができるからで

ある。 

被告は、法人の代表者ではない役員が法人の利益を得た場合でも、代表者が容認して

いるときには、その利益の給与該当性が認められると主張するが、そのような容認では

足りないことは明らかであり、法人の意思が代表者の意思と評価することができるほど

の支配性と明確な利益供与の意思が必要である。 

ウ 当てはめ 

（ア）原告は、本件各購入品等について、決算報告書において「販売費及び一般管理費」

における「交際接待費」として計上し、株主総会で決算の承認を得ているのであって、

原告の本件各購入品等についての認識は、「交際接待費」であった。そして、原告は、

法人税等の確定申告において、それらの額を損金の額に算入していなかったところ、こ

れは、原告が課税所得を軽減することを意図していなかったことを意味している。 

よって、原告は、本件各購入品等の購入等を通じて副社長に利益を供与する認識はな

かった。 
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（イ）原告の株主には、取引先の法人も含まれており、株主総会も開催されて会長が原告

の代表者として質問に答えるなどしていたこと、会長が原告の代表者として経理書類に

ついて伝票類を含めてチェックしていたことからすると、副社長が原告の資産を自由に

処分し得る地位を有するほど原告を支配していたとは認められず、原告が副社長に利益

を供与する意思もなかった。 

副社長の権限は、取引先への贈答品の購入及び会社の資産としての宝飾品の購入及び

それに関連する業務であり、原告の資金で私物を購入する権限を有していたものではな

い。 

また、会長が副社長に原告の最大株主である株式会社Ｃの黄金株を与えたのは、妻で

ある副社長に対する配慮をしたからであり、副社長が原告の経営に口出しすることはな

かった。 

したがって、副社長は、原告を支配したり、原告の資産を自由に処分したりできる地

位及び権限を有してはいなかった。 

なお、会長は全ての経理書類をチェックしていたこと、副社長は会長に対し贈答した

商品の報告をしていたこと、会長からも副社長に贈答品について確認したことがあった

こと、会長は贈答品が原告の業績につながっているかの検証を行っていたこと、本件宝

飾品等は、副社長の私物とは区別して保管していること、副社長の私物としての購入を

認めたものではないからこそ、原告が税務当局からの指摘を受けて、本件服飾品等につ

いて貸付金として処理し、本件宝飾品等については原告の商品として処理したことから

すると、会長は、副社長が個人的な私物として購入等をすることを容認していたとも認

められない。 

（ウ）本件各購入品等のための支出は、使途秘匿金の支出に当たるものとして、租税特別

措置法６２条に基づく使途秘匿金課税の対象として課税がされるべきであった。処分行

政庁は、本件各購入品等について、安易に給与等に該当すると認定して本件各処分をし

たのである。 

（エ）以上のとおり、仮に、副社長が本件各購入品等の購入等により利益を得ていたとし

ても、その利益は給与等に該当しない。 

（３）争点（３）（本件宝飾品等及び本件振替後交際費分の各購入等が課税仕入れに該当するか

否か）について 

（被告の主張） 

ア 課税仕入れとは、事業者が、事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受

け、又は役務の提供（給与等を対価とする役務の提供を除く。）を受けることをいい（消

費税法２条１項１２号）、本件宝飾品等及び本件振替後交際費分の購入等が課税仕入れに

該当するためには、原告が、事業として他の者から本件宝飾品等及び本件振替後交際費

分に係る資産を譲り受けたもの等であると認められる必要がある。 

イ しかしながら、前記（２）（被告の主張）で述べたとおり、本件各購入品等に係る各購

入等は、副社長が原告による負担の下に行った個人的なものであり、原告が事業として

他の者から資産を譲り受けたものということはできない。また、仮に、副社長による上

記各購入等の費用が、原告が副社長から受けた役務の提供に係る対価に当たるものとし

てみるとしても、消費税法の明文上、給与等を対価とする役務の提供は課税仕入れから
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除かれている。 

したがって、いずれにしても、本件宝飾品等及び本件振替後交際費分の購入は、課税仕

入れに該当しない。 

（原告の主張） 

消費税等の更正処分は、副社長による本件宝飾品等及び本件振替後交際費分についての

購入が副社長による利得であるとし、課税仕入れではないとしてされたものである。しか

しながら、前記（２）（原告の主張）のとおり、副社長が利益を取得したことはないし、仮

に利益を取得していたとしても、原告が副社長に利益を取得させた事実は認められない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）（本件各処分の理由提示に本件各処分を取り消すべき違法があるか否か）につい

て 

（１）行政手続法１４条１項本文が不利益処分をする場合に同時にその理由を名宛人に示さなけ

ればならないとしているのは、名宛人に直接に義務を課し又はその権利を制限するという不

利益処分の性質に鑑み、行政庁の判断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制するととも

に、処分の理由を名宛人に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たものと解される。

そして、同項本文の規定に基づいてどの程度の理由を提示すべきかは、上記のような同規定

の趣旨に照らし、当該処分の根拠となる法令の規定の内容、当該処分に係る処分基準の存否

及び内容並びに公表の有無、当該処分の性質及び内容、当該処分の原因となる事実関係の内

容等を総合考慮してこれを決定すべきである（平成２３年最高裁判決参照）。 

（２）本件各納税告知処分について 

ア 本件各納税告知書（甲８）は、本件各納税告知処分の対象となった本件各購入品等の

額について、①本件服飾品等（平成２４年分納税告知書別紙１及び平成２５・２６年分

納税告知書別紙１）、②本件宝飾品等（平成２４年分納税告知書別紙２及び平成２５・２

６年分納税告知書別紙２）、③本件振替後交際費分（平成２４年分納税告知書別紙３）及

び④本件二重計上分（平成２５・２６年分納税告知書別紙３）ごとに、副社長に対する

経済的利益の供与があったと認定し、その理由を掲げている。 

そして、上記①から④までに該当する購入等の事実については、それぞれ上記各別紙の

表にまとめて添付し、その対象を特定している。 

イ 上記①については、副社長に対する経済的利益の供与があったと認定した理由として、

「贈答先が明らかでないこと」、「婦人服、時計等であること」などの具体的な事実を掲

げ、経済的な利益の供与があったとの認定に用いた事実を記載し、上記②及び③につい

ても、①と同様に副社長に対する経済的利益の供与があったと認定に用いた事実を具体

的に記載している。 

そして、上記④については、「計上済みの経費にもかかわらず、」、「立替金の精算金とし

て本件役員に金員を交付しています。」などとして、「単なる当該金員の支給」であると

認定し、経済的利益の供与があったと認定した旨を記載している。 

また、これらの経済的利益の供与が所得税法２８条１項に規定する給与等に該当すると

し、同法１８３条１項及び復興財源確保法２８条１項の規定に基づき所得税及び復興特

別所得税を源泉徴収すべきであることを記載している。 

ウ 以上のとおり、本件各納税告知書は、給与等と認定した対象を特定した上で、類型ご
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とに、経済的利益の供与があったとする認定に至った理由を記載し、上記①から③まで

については、かかる認定の根拠となる事実を具体的に掲げているから、処分行政庁がそ

のように認定した判断過程が具体的に摘示されているということができる。また、上記

④については、精算する必要がなかった金員を立替金として金員を交付した事実があっ

たものとして、副社長に対する単なる金員の支給であったと認めたことが摘示されてお

り、その判断過程の摘示は明確である。 

そして、本件各納税通知書は、原告から副社長に対する経済的利益の供与があったこと

をもって給与等に該当するとし、適用法令を摘示しているのであるのであるから、処分

行政庁が処分をするに至った判断の過程が具体的に摘示されており、名宛人においてそ

の判断過程を理解することができるものであり、その理由の提示につき、処分行政庁の

慎重、合理性を確保し、恣意を抑制し、処分の名宛人の不服申立ての便宜を図るという

理由提示を求める趣旨に照らし、違法はないというべきである。 

（３）本件消費税等各更正処分について 

ア 本件消費税等各更正通知書（甲７）は、課税売上割合の異動につき、その理由として、

原告が修正申告において益金の額に算入した原告の副社長に対する貸付金に基づく受取

利息の額は、当該貸付金の額が副社長に対する給与等の額に該当するため、当該貸付金

の額に係る受取利息の額も生じていないと判断したとした上で、当該貸付金の額が給与

等の額に該当する理由として、具体的な事実を掲げており、その判断過程を明らかにし

ているといえる。 

イ また、本件消費税等各更正通知書は、いずれも、課税仕入れに係る支払対価の額の異

動につき、その理由として、原告が課税仕入れに係る支払対価の額として申告したもの

のうち、当該支払対価の額に該当しないとしたものについて、別表によりその対象を特

定した上で、①本件各事業年度の法人税の各修正申告において「交際接待費」から「商

品」に振り替えたものと、②「交際接待費」としているものに分けた上で、それぞれ具

体的な事実を列挙し、それらは課税資産を譲り受けたものではなく、副社長に対する給

与等の額に該当すると認めており、その認定に至る判断過程を明らかにしている。 

ウ そして、以上を前提として、課税売上割合及び課税仕入れに係る支払対価の額の異動

を明示した上で、再計算して算出した額を記載している。 

エ そうすると、本件消費税等各更正通知書は、処分行政庁が、原告が課税仕入れに係る

支払対価の額として申告したものののうち、当該支払対価の額に該当しないと認定した

判断の過程が具体的に摘示されているということができ、名宛人において、その判断過

程を理解することができるものであるから、その理由の提示につき、処分行政庁の慎重、

合理性を確保し、恣意を抑制し、処分の名宛人の不服申立ての便宜を図るという理由提

示を求める趣旨に照らし、違法はないというべきである。 

（４）原告の主張について 

ア 原告は、本件各納税告知書及び本件消費税等各更正通知書の理由の記載について、結

論を合理的に担保する事実が記載されていない、経験則上結論を導くことができない、

経験則が存在しない根拠、判断過程や経験則が不明で意味がない記載がされているにす

ぎない、などと主張する。 

しかしながら、本件各納税告知書及び本件消費税等各更正通知書は、いずれも、処分行
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政庁が処分をするに至った判断の過程が具体的に摘示されており、理由提示として求め

られる趣旨を満たすものであることは、既に説示したとおりであって、その理由として

記載された事実に意味がないなどということはできない。原告の主張は、結局のところ、

処分行政庁の結論に至る過程として提示している理由が不合理である旨を主張するもの

であって、理由提示が違法であるとする主張として成り立つものではないから、これを

採用することはできない。 

イ また、原告は、理由として記載されている事実について、その事実を認定するに至っ

た理由が記載されておらず意味がない記載がされている旨も主張する。しかしながら、

認定するに至った理由として、その認定のために用いた、いわゆる間接事実や補助事実

について、それを裏付ける証拠関係の内容等について記載することが常に求められてい

るとは解されない。そして、既に説示したとおり、本件各納税告知書及び本件消費税等

各更正通知書の理由の提示は、処分行政庁の慎重、合理性を確保し、恣意を抑制し、処

分の名宛人の不服申立ての便宜を図るという理由提示制度の趣旨を満たすものとして、

違法はないというべきである。 

２ 争点（２）（副社長の本件各購入品等の各購入品等の額が副社長に対する給与等に該当する

か否か）及び争点（３）（本件宝飾品等及び本件振替後交際費分の各購入等が課税仕入れに該

当するか否か）について 

（１）認定事実 

前記前提事実に加え、掲記の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められ

る。 

ア 当事者等 

（ア）原告は、昭和３３年１月●日に設立された、鋼材、古鉄、古非鉄金属等の売買、い

わゆる鉄スクラップの卸売を主たる事業とする株式会社であり、平成２６年１２月期に

おける従業員数は６５人とされている（前提事実（１）ア）。 

原告の平成２５年１２月期の売上高は約１１２億３２５０万円、営業利益は約３億３

４２６万円、平成２６年１２月期の売上高は約１１５億２９３９万円、営業利益は約５

７７２万円である（甲３の１の１、３の２の１、２０）。 

（イ）会長は、昭和５２年３月１５日付けで原告の代表取締役に就任し、その後、本件期

間を含め、継続してその地位にある。副社長は、会長の妻であり、平成３年７月２０日

付けで原告の取締役に就任し、その後、本件期間を含め、継続して取締役副社長の地位

にある。（以上につき、前提事実（１）イ及びウ） 

（ウ）原告の発行済株式総数は２万株であり、本件期間において、株式会社Ｃが１万２４

６０株（６２．３％）、会長が２０００株（１０％）、副社長が１１０株（０．５５％）、

その他会長の親族３名が３３０株（１．６５％）、その他の企業（Ｄ株式会社、Ｅ株式

会社、Ｆ株式会社）が５１００株（２５．５％）をそれぞれ保有している。株式会社Ｃ

は、副社長が代表取締役を務め、原告と所在地を同じくする法人であり、その発行済株

式総数は２００株で、副社長が普通株式１株、会長及び副社長の長男が株主総会の全て

の事項について議決権のないＡ種議決権制限株式１９９株を、それぞれ保有している。

（以上につき、前記前提事実（１）エ及びオ）。 

イ 本件各購入品等の購入等における手続等 
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（ア）通常の経費の支出手続 

原告において、会長及び副社長以外の者が税込金額１万円以上の経費を支出する際に

とる手続は、以下のとおりとされていた（乙９［問答８］、１７）。 

① 申請者が、事前に経費稟議書を作成し、各グループ責任者、副社長又は専務、会長

の順で許可を得る。 

② 経費を支出した後、当該経費に係る請求書、領収書等に、記帳担当者と経理担当者、

副社長又は専務、会長の順で、会社経営上必要な経費であることを確認した上で検印

を押す。 

（イ）副社長が購入等をする場合の経費の支出手続 

副社長が原告において経費を支出する際には、経費稟議書の作成や許可を得ることは

なく、経費を支出した後、当該経費に係る請求書、領収書等に会長が検印を押すことも

必要とされていなかった。副社長が取り扱う経費について、上限金額は定められておら

ず、副社長が購入等をし、副社長の検印があるものは、全て経費として認められていた。

（以上につき、甲２４、乙９［問答１０～１３］、１７）。 

ウ 会長の副社長の経費の支出に対する認識等 

（ア）会長は、副社長に対し、経費の取扱いを任せており、その内容を逐一確認すること

はなかった。そして、会長は、この点に関し、陳述書及び本人尋問において「クレジッ

トカードの使用明細や請求書の品目の確認まですることなく、おおよその金額を確認す

るというものだった」、「大概のことはつかめてると思います。」と述べている。（以上に

つき、甲２４、原告代表者） 

（イ）会長は、平成２７年１０月以前において、副社長の本件服飾品等や本件宝飾品等の

購入先であるＩ神戸店の外商担当者に対し、副社長に商品を販売しないよう要請をした

ことがあった（乙２４、２５、原告代表者）。 

エ 副社長の本件各購入品等の購入等 

副社長は、平成２４年６月７日から平成２６年１２月１５日までの間、別紙２「本件各

購入品等一覧」のとおり、原告の費用負担において、本件各購入品等の購入等をした。

本件各購入品等の購入等の総額は、約６億７０００万円である。（以上につき、前提事実

（２））。 

副社長は、本件各購入品等の購入等をするに当たっては、原告名義のクレジットカード

を使用するか、現金又は個人名義のカードを使用して物品を購入するなどした上で、原

告から立替金として支払等を受けて精算していた。そして、原告名義のクレジットカー

ドを使用して購入したものについて、更に立替金として金員の交付を受けたもの（本件

二重計上分）もあった。（以上につき、甲８の２、乙１７［１、５～１１、３０～３８

頁］、１８～２１、２６） 

オ 本件各購入品等の購入等の状況 

（ア）本件服飾品等 

ａ 本件服飾品等は、Ｈ、Ｊ等の高級ブランドのジャケット、スカート、パンツ、シャ

ツ、ワンピース、ニット、カーディガン等の婦人服や、呉服、婦人靴、婦人用の服飾

雑貨が多数を占めるが、紳士機械腕時計、紳士服等（本判決別紙３参照）も含まれて

いる（甲８の１［別紙１］、８の２［別紙１］）。 
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ｂ 原告は、当初、本件服飾品等のほとんどを、贈答品に当たるものとして交際接待費

（一部は雑費、旅費交通費）に計上していたが、贈答品として取り扱ったことを示す

書類（贈答年月日、贈答先名等の記載がある書類）は作成していなかった。また、原

告は、本件税務調査において、贈答先の具体的内容を明らかにすることはなかった。

（以上につき、乙５、２６、原告代表者） 

ｃ 副社長は、平成２７年１１月３０日、本件税務調査において質問調査を受けた際、

調査担当者に対し、「（買い物は）ほとんど一人で行って、カードを使って購入してい

る」、「呉服は、私のために買った。Ｇで買ったものは自分の物ばかり」、「他の服やバ

ックについても、私はいつもキチンとした格好をして生活するのが当たり前なので必

要」、「銀座のＨで購入したものは、私の物」、「（バッグ、婦人服の保管場所は）社宅

（自宅）のいたるところに置いてる」、「必要なくなったものは、フランスの友人に段

ボールに詰めて送っている」などと述べた（乙５）。 

（イ）本件宝飾品等 

ａ 本件宝飾品等には、副社長の希望するデザインや副社長のサイズに合わせて製作さ

れたダイヤモンドリングが含まれており、副社長は、少なくとも本件宝飾品等の一部

を着用していた（乙９［問答６］、２８［１７頁］）。 

ｂ 副社長は、本件宝飾品等を、卸売価格ではなく、一般消費者に対する小売価格で百

貨店から購入していた（乙９［問答３、１４、１６］、２９［１６～２１頁］、弁論の

全趣旨）。 

ｃ 原告は、本件宝飾品等について、商品としての棚卸等の実施や在庫表、資産管理台

帳、販売に係る事業計画等の作成をしておらず、交際接待費として計上していた（乙

９［問答１７、２１、２２］、２７［２頁］）。 

ｄ 本件宝飾品等は、会長及び副社長が二人で居住する原告の社宅に保管されていた

（乙５、９［問答２０］、３０、原告代表者）。本件宝飾品等のうちの一部は、購入時

のケースには入れられておらず、専用の引き出し内に多数を並べるような状態で保管

されていた（乙２８［３２～３４頁］）。 

ｅ 原告は、会社の目的として、宝石、貴金属の販売をも掲げていたが、本件各事業年

度において、宝石等の販売実績はなく、原告のホームページにおいても、宝石等の販

売については、原告の事業内容として公表していなかった（甲１、１０、乙９［問答

１８］）。 

カ 確定申告 

原告は、本件各事業年度の法人税、本件各課税事業年度の復興特別法人税並びに本件各

課税期間の消費税等について、法定申告期限までに、それぞれ確定申告をした。 

原告は、本件各事業年度の法人税及び本件各課税事業年度の復興特別法人税の各確定申

告において、本件各購入品等については、そのほとんどを交際接待費（一部は雑費、旅

費交通費）として計上し、本件各課税期間の消費税等の各確定申告において、本件各購

入品等の購入額の全てを課税仕入れに係る支払対価の額に含め、控除対象仕入税額の計

算上、個別対応方式の「課税売上と非課税売上に共通して要するもの」に該当するなど

として控除対象仕入税額を計算した。（以上につき、前提事実（３）ア） 

キ 原告の振替経理処理等 
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原告は、本件税務調査において調査担当者から交際接待費等の内容について指摘を受け

たことから、交際接待費としていたものについて、その一部を副社長に対する仮払金

（私的分）として処理することとし、平成２７年１２月３日、「仮払金（私的分）」に相

当する金額として平成２５年分は１億１３９３万４５９２円を、平成２６年分は２億０

８２８万６７１１円を副社長に対する貸付金とする旨の取締役会決議を経て、副社長か

らその旨の金銭借用証書の提出を受けた上で、その分について、交際接待費等を貸付金

に振り替える経理処理を行った。また、原告は、それと同時に、それまで交際接待費等

としていたものの一部を商品に振り替える経理処理を行った。（以上につき、乙７、８，

９［問答１４、１５］、２９［１～３、３７、３８頁］） 

また、原告は、平成２８年１月５日、副社長に対する貸付金の利息を０．９％に統一す

る旨の取締役会決議を経た。さらに、原告は、新たに、副社長から、金額を「１億９７

６９万７００８円」、その内訳を「平成２７年分」、「返済」として、「平成２７年１２月

３日差入証書と合算して平成２８年１月末より元利均等方式により毎月５０万円返済し

ます。なお、平成３４年１２月末日に残余一括返済します。」とする平成２８年１月５日

付けの金銭借用証書の提出を受けた。 

原告は、この平成２７年分についての金銭借用証書と上記の平成２５年分及び平成２６

年分の金銭借用証書の２つを併せた金額（５億１９９１万８３１１円）に係る返済予定

表として、利率を０．９％とし、毎回の返済額を５０万円として残高の推移等を記載し

た「丙氏 返済予定表」と題する書面を作成した。（以上につき、乙１０、２９［４、５

頁］、３４、３５） 

ク 修正申告 

原告は、平成２８年１月７日付けで、本件各事業年度の法人税、本件各課税事業年度の

復興特別法人税及び本件各課税期間の消費税等について、別表１－１から１－３までの

「修正申告」欄のとおり記載をして、それぞれ修正申告をした。 

原告は、これらの本件各事業年度の法人税及び本件各課税事業年度の復興特別法人税の

各修正申告において、上記キの経理処理に対応し、本件各購入品等の科目について、ほ

とんどを交際接待費（一部は雑費、旅費交通費）としていたものを、一部は交際接待費

として維持したが、その多くを「貸付金」及び「商品」に修正した。 

また、原告は、上記の本件各課税期間の消費税等の各修正申告において、本件各購入品

等のうち、上記のとおり「貸付金」に科目修正をしたものについては、そのほとんどを

副社長に対する貸付金に該当するものとして、課税仕入れに係る支払対価の額に含めな

いものとしたが（ただし、そのうちの一部［甲７の２の別表３に掲げられたもの］につ

いては、同支払対価の額に含めるものとした。）、「交際接待費」として維持したもの及び

「商品」に科目修正をしたものについては、原告の棚卸資産（商品）等に該当するもの

として、課税仕入れに係る支払対価の額に含めたまま控除対象仕入税額を計算した。（以

上につき、前提事実（３）イ、甲７） 

ケ 副社長の役員報酬額の推移 

副社長の原告における役員報酬額は、平成２７年１月から平成２８年２月までは月額１

４４万円だったが、平成２８年３月からは月額２２４万円に、平成２９年３月からは月

額３００万円に増額された（乙４６）。 
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他方、会長の原告における役員報酬額は、平成２８年３月以降、変更はなく、その結果、

平成２９年１月１日から同年１２月３１日までの事業年度には、副社長の役員報酬額が

会長の役員報酬額を上回った（乙４７）。 

コ 前回の税務調査について 

原告は、本件税務調査の前にも、平成２２年１月分から平成２５年８月分についての税

務調査において、副社長が交際費等として購入等をした支出について、副社長に対する

給与に該当する旨の指摘を受けたことがあり、その際、かかる支出について副社長に対

する給与に該当するとして法人税及び消費税に係る修正申告をし、源泉所得税等の納税

告知処分を受けてその納付をした。なお、原告は、その納付について、副社長に対する

立替金として処理した。（乙９［問答２３、２４］、２２、２３、原告代表者） 

（２）事実認定の補足説明 

以上のとおりの事実が認められるところ、その中には、調査担当者が、本件税務調査の

過程で作成した調査報告書（副社長との応答を記録したもの。乙５）、質問応答記録書（会

長との応答を記録したもの。乙９）の内容に基づいて認定した事実（認定事実イ（ア）及

び（イ）、オ（ア）ｂ及びｃ、オ（イ）ａ～ｅ）があるので、これについて、補足して説明

する。 

ア 調査報告書（乙５）は、原告の顧問税理士の立会いの下に、調査担当者と副会長の間

で行われた質問調査の内容を記録したものである。同報告書は問答形式で記録されてお

り、実際の応答の結果を再現しやすい体裁が採用されており、その内容をみると、副社

長の私的な内容で、本人でなければ知り得ないことがいくつも具体的に記載されており、

実際にそのような応答がされたことを十分にうかがわせるに足りるものである。これら

からすると、同報告書は、副社長に対する質問調査の結果が忠実に再現された記録がさ

れているものと認めるのが相当である。 

さらに、会長は、本人尋問において、副社長から当該調査の結果の概要を聞いている旨

の供述をした上で、同報告書の内容について、「おおまかな会話でこういう会話があった

だろうということは想定ができます。」と供述しており（原告代表者）、調査報告書が正

確なものであることが裏付けられているといえる。 

イ また、会長との応答を記録した質問応答記録書（乙９）は、末尾に会長が「回答者」

として署名押印しているから、会長がその内容を確認した上で署名押印したものと認め

られ、その内容にあるとおりの応答がされたものと推認することができ、これを覆すよ

うな事情は見当たらない。 

ウ 以上より、上記の調査報告書（乙５）及び質問応答記録書（乙９）の内容のとおりの

応答がされたものとして、上記のとおりの認定をした。 

（３）争点（２）（副社長の本件各購入品等の各購入等の額が副社長に対する給与等に該当する

か否か）について 

ア 副社長が、本件各購入品等の購入等により、原告から利益を得たと認められるか否か

について 

（ア）副社長の権限等について 

前記認定事実イ（イ）及びウ（ア）のとおり、副社長が経費を支出する場合には、通

常必要とされる事前の許可や事後の確認の手続は必要とされず、上記金額も定められて
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おらず、副社長が検印したものは全て経費として認められていた。 

これは、副社長が会長の妻であり、かつ、原告の取締役であったこと、株式会社Ｃを

通じて原告の支配的株主であったことから、原告の代表者である会長は副社長が本件各

購入品等の購入等のために原告の経費を自由に使用することを容認していたものと考え

られる。 

これに関し、会長は、Ｉ神戸店の外商担当者に対し、副社長に商品を販売しないよう

要請したことがあったところ（前記認定事実ウ（イ））、本人尋問においてその理由につ

いて問われると、交際費が多いと考えたからである旨を供述するほか、副社長にも（商

品を購入しないよう）言っているが、感覚の違いで理解されない旨を供述していること

からすると（原告代表者）、会長は、副社長に対し、原告の経費の使用を制限すること

ができなかったことがうかがわれるのであって、副社長が上記のように原告の経費を自

由に使用することができる立場にあったことを裏付けるものといえる。 

以下、上記の前提の下で、本件各購入品等を、本件服飾品等、本件宝飾品等、本件振

替後交際費分、本件二重計上分に分類して、順次検討する。 

（イ）本件服飾品等について 

ａ 前記認定事実エのとおり、副社長は、別紙２「本件各購入品等一覧」のとおり、本

件各購入品等の購入等をしたものであるところ、そのうち、本件服飾品等の内容をみ

ると、高級ブランドの婦人服、呉服、婦人靴、婦人用の服飾雑貨等、女性用のものが

ほとんどであることが認められる。これらが他人への贈答品であったとするとみるに

は、あまりに女性用のものに偏っていて不自然であることからすると、そのこと自体

から、少なくとも本件服飾品等の多くは、副社長が自ら使用又は所有するために購入

したものとみるのが自然である。 

そして、副社長は、本件税務調査における質問調査において、調査担当者に対し、

本件服飾品等のうち、「Ｇ」及び「銀座のＨ」で購入したものや、呉服については自

分のために購入したとの供述をしているから（前記認定事実オ（ア）ｃ）、少なくと

もそれらの購入は、副社長が自ら使用又は所有するための購入であったことが明らか

であるところ、本件各購入品等のうち、別紙２の「購入先」欄に「Ｈ銀座」又は

「Ｇ」との記載があるものや、「商品名等」欄に「呉服」との記載があるものは、本

件各購入品等のうちで相当の割合を占めており、例えば平成２６年７月から同年１２

月までの半年間に購入された本件服飾品等（ただし、「商品名等」欄に「送料」との

記載があるものを除く。）の１１６点のうちの６１点が該当する。 

また、副社長は、他の服やバッグについても「キチンとした格好をして生活するの

が当たり前」という理由で購入していることや、そのようにして購入した服やバッグ

を自らが居住する社宅に置いていることを認めていたこと、必要がなくなったものは、

フランスの友人に送っていたと供述していたこと、後記のとおり、本件宝飾品等も副

社長が個人的な購入をしたものであったことからすると、本件各購入品等のうちの多

くは自ら使用又は所有するために購入したものと認められる。 

ｂ 本件服飾品等には、紳士用の服飾品等が含まれているところ、これらは、原告が自

ら使用又は所有するために購入したものとはいえず、副社長が贈答のために購入した

可能性がある。しかしながら、その点数は、原告がそのように主張するものをみても、
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別紙３に記載するとおり３０点余りであって、副社長は、平成２５年及び平成２６年

のいずれにおいても、本件服飾品等を年間２５０点以上購入等をしていたことからす

ると（前記認定事実エ［別紙２］）、全体の中で占める割合は限られている上、原告が

主張するように贈答先が取引先であったことを認めるに足りる証拠もない。 

こうしてみると、本件服飾品等の中に、上記の紳士用の服飾品等を含めその一部に

副社長が他人への贈答のために購入したとみられるものがあっても、それらは、副社

長の意向に基づき個人的な贈答のために購入されたものであり、自ら使用又は所有す

るための購入と同様、個人的な購入の範疇に含まれるものであったと評価するのが相

当である。 

ｃ 原告は、前記認定事実キのとおり、本件税務調査において指摘を受けたことから、

本件服飾品等の購入代金を副社長に対する貸付金とする処理を行い、金銭借用証書の

交付を受けるなどしているが、他方で、副社長の役員報酬額を増額し（前記認定事実

ケ）、副社長に実質的な負担をさせないようにしている。このことは、原告において

も、本件訴訟において、「交際接待費による処理が認められないからやむを得ず貸付

金としているにすぎないのであって、原告としても実際に副社長に返済させるつもり

はない。」と主張していることからみても明らかである。このことからみても、そも

そも本件服飾品等の購入費用の支出が副社長に対する貸付けの実質を具備していなか

ったことは明らかである。 

ｄ 以上より、本件服飾品等の購入等について、原告のための交際接待費として認めら

れるものはなく、いずれも副社長の個人的な購入のためにされたものと認められるか

ら、副社長は、本件服飾品等の購入等により、その分の利益を原告から得たものと認

められる。 

ｅ これに対し、原告は、社の方針として、異業種の人材との交流による商機の拡大の

ため、副社長による贈答交際も、原告会社の経営方針の一環であった旨主張する。し

かし、上記説示のとおり、本件服飾品等の多くは、副社長が自ら使用又は所有するた

めに購入したものであるし、一部が他人への贈答に使用されたとしてもそれが取引先

への贈答であったことを認めるに足りる的確な証拠はない。そもそも、原告の主張に

よれば「人と人とのつながりを大切にする」、「ビジネスチャンスはどこから生まれて

くるかわからない」という姿勢で臨んでいたというのであるから、そうであるとすれ

ば、その交際範囲は極めて広範に及び、自ずから私的な交際との区別もあいまいにな

らざるをえないのであって、それらを全て会社の事業のための贈答であると認めるこ

とは到底できないというべきである。したがって、原告の主張は採用できない。 

（ウ）本件宝飾品等について 

ａ 前記のとおり、副社長は、原告の経費を自由に使用することができる立場にあった

ことが認められるから、本件宝飾品等についても、そのような立場に基づいて個人的

な購入をしたとしても何ら不自然ではない。 

そして、本件宝飾品等には、副社長の希望するデザインや副社長のサイズに合わせ

て製作されたダイヤモンドリングが含まれ、副社長は、少なくともその一部を着用し

ていたことが認められる（前記認定事実オ（イ）ａ）。また、副社長は、本件宝飾品

等を百貨店において一般の小売価格で購入し（前記認定事実オ（イ）ｂ）、いずれも
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副社長が会長と二人で居住する社宅に保管しており、しかもその一部は購入時のケー

スから取り出して専用の引き出し内に一覧できる形で保管されていたのであり（前記

認定事実オ（イ）ｄ）、これらからすると、副社長の本件宝飾品等の購入は、個人的

な購入であったものと推認することができる。 

ｂ これに対し、原告は、資産性の高い棚卸資産又は商品として本件宝飾品等を購入し

ていた旨を主張する。 

しかしながら、原告は、本件税務調査を受けるまで、本件宝飾品等の額を交際接待

費に計上していた上（前記認定事実キ）、原告は、本件宝飾品等について、棚卸等の

実施や在庫表、資産管理台帳、販売に係る事業計画等の作成をしていなかったのであ

り（前記認定事実オ（イ）ｃ）、原告が、本件宝飾品等を原告の資産又は商品として

取り扱っていた形跡は全くうかがえない。そして、原告は、会社の目的としては宝石、

貴金属の販売をも掲げていたが、本件各事業年度において、宝石等の販売実績は１回

もなく、原告のホームページにおいても、宝石等の販売については、原告の事業内容

として公表されていなかったのであり（前記認定事実オ（イ）ｅ）、原告が事業とし

て宝飾品を取り扱っていたことはうかがえない。 

ｃ このように、本件宝飾品等の購入等は、副社長の個人的な購入であったと推認でき

る一方で、原告の事業のために行われたものとみるには不自然な事情が重なっている

とみざるを得ず、上記推認を覆すものとはいえない。 

ｄ したがって、本件宝飾品等の購入等は、いずれも副社長の個人的な購入のためにさ

れたものと認められるから、副社長は、それらの購入等により、その分の利益を原告

から得たものと認められる。 

（エ）本件振替後交際費分について 

本件振替後交際費分は、平成２４年６月７日から同年１０月５日までにＩ神戸店で購

入された宝飾品等４点であり（前記認定事実エ［別紙２］）、その購入が副社長の個人的

な購入としてされたことは、本件服飾品等及び本件宝飾品等と同様に認定することがで

きるから、副社長は、それらの購入により、その分の利益を得たものと認められる。 

（オ）本件二重計上分について 

本件二重計上分は、副社長が原告の負担によって購入等をしているにもかかわらず、

副社長が立て替えたとして原告から金員の交付を受けたものであるから、副社長がその

分の利益を得たことは、明らかに認められる。 

（カ）原告の主張について 

原告は、副社長が本件各購入品等の購入等により利得を得たことについて、一つ一つ

の事実認定がされるべきである旨主張するところ、本件各購入品等の全てについて、副

社長がそれらの購入等により、その分の利益を得たと認められることは、前記（イ）か

ら（オ）までで説示したとおりである。原告の上記の主張が、本件各購入品等の購入等

のそれぞれについて、具体的な購入の態様、目的、意図等についてまで立証する必要が

あるというものであれば、過度な立証を要求するものといわざるを得ず、採用すること

はできない。 

（キ）小括 

以上により、副社長は、本件各購入品等の購入等により、その購入等の分の利益を原
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告から得たと認められる。 

イ 副社長が本件各購入品等の購入等により利益を得たことをもって、給与等に該当する

といえるか否かについて 

（ア）前記アで説示したとおり、副社長は、原告において、個人的な利用も含め、経費を

自由に使用することができる立場にあったのであり、その立場に基づいて、本件各購入

品等の購入等をしたものである。 

（イ）そして、原告は、本件税務調査の前にも、税務調査において、副社長が交際費等と

して購入等をした支出について、副社長に対する給与に該当する旨の指摘を受けたこと

があり、その際、かかる支出について副社長に対する給与に該当するとして法人税及び

消費税に係る修正申告をするなどしていたが（前記認定事実コ）、その後においても、

副社長が経費を支出する手続としては、事前の許可や事後の確認を求めることもなく

（前記認定事実イ（イ））、会長においても、経費の取扱いについては副社長に任せてい

た（前記認定事実ウ（ア））。そして、そのような状況のもとで、副社長による本件各購

入品等の購入等がされていたものである。 

（ウ）こうしてみると、副社長が個人的な利用も含め、経費を自由に使用することができ

る立場にあり、その立場に基づいて本件各購入品等の購入等をしたことは、原告によっ

て承認されていたといえるから、原告の意思に基づくものであったというべきである。 

そして、副社長が上記のとおり経費を使用して本件各購入品等の購入等をすることが

できたのは、原告において取締役副社長という地位及び権限を有していたからにほかな

らない。また、給与所得は、金銭の形を取る必要はなく、金銭以外の資産又は経済的利

益の供与をも含む概念であるというべきであるから（平成２７年最高裁判決参照）、副

社長が本件各購入品等の購入等によりその分の利益を得たことは、原告による給与等に

該当するというべきである。 

（エ）原告の主張について 

原告は、法人の認識として、利益を供与する意思が必要であり、代表者が容認してい

ただけでは足りないと主張するが、個人的な購入の性質を有する副社長による本件購入

品等の購入等のための代金の支出を会長が容認していた事実が認められるのであり、供

与者における認識として欠けるところはないというべきである。 

また、原告は、本件各購入品等の支出は、使途秘匿金の支出に当たるものとして課税

がされるべきであるのに、安易に給与等に該当すると認定した旨を主張するが、副社長

が本件各購入品等によりその分の利益を得たことが給与等に該当するとされる以上、使

途秘匿金と課税上の扱いを異にすることに何ら不合理な点はないというべきであり、そ

の主張を採用することはできない。 

（４）争点（３）（本件宝飾品等及び本件振替後交際費分の各購入等が課税仕入れに該当するか

否か）について 

課税仕入れとは、事業者が、事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、

又は役務の提供（給与等を対価とする役務の提供を除く。）を受けることをいう（消費税法

２条１項１２号）。 

前記（３）で説示したとおり、本件宝飾品等及び本件振替後交際費分の購入等は、副社

長が個人的に行い、その分の利益を得たものであり、給与等と認められるものであるから、
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それをもって、原告が事業として他の者から資産を譲り受けるなどしたということはでき

ない。 

したがって、本件宝飾品等及び本件振替後交際費分の購入等は、課税仕入れに該当しな

い。 

３ 本件各処分等の適法性 

これまで述べたところに加えて、本件全証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件各処分等の根

拠及び適法性については、別紙１に記載のとおり認めることができるから、本件各処分等は、

いずれも適法である。 

第４ 結論 

以上の次第で、原告の請求はいずれも理由がないからこれを棄却することとし、主文のとお

り判決する。 

大阪地方裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 松永 栄治 

裁判官 宮端 謙一 

裁判官 渡邊 直樹 
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（別紙１） 

本件各処分等の根拠及び適法性 

１ 本件消費税等各更正処分の適法性 

（１）平成２５年１２月課税期間（別表２－１、２－２） 

ア 課税標準額（別表２－１⑦欄） １１２１億６４５７万４０００円 

上記金額は、原告の平成２５年１２月課税期間の消費税等の修正申告書（以下「平成２

５年１２月課税期間消費税等修正申告書」という。甲４の１の２・１枚目）の①「課税

標準額」欄に記載された金額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額（別表２－１⑧欄） ４４億８６５８万２９６０円 

上記金額は、原告の平成２５年１２月課税期間消費税等修正申告書（甲４の１の２・１

枚目）の②「消費税額」欄に記載された金額である。 

ウ 課税仕入れに係る支払対価の額（別表２－１⑪欄） １１６９億６８７９万８１２０円 

上記金額は、平成２５年１２月課税期間消費税等修正申告書における課税仕入れに係る

支払対価の額１１７１億３８３３万７５９０円（甲４の１の２・２枚目⑧欄、別表２－

２①欄）から、別表２－２の加算欄（②欄）及び減算欄（③、④欄）にそれぞれ記載し

た理由（ただし、「前記第７の理由」とあるのは、「後記６（３）（被告の主張）の理由」

と読み替える。以下同じ。）により、同各欄の金額に基づく差引減算額１億６９５３万９

４７０円（別表２－２⑤欄）を減算した金額である。 

なお、上記差引減算額１億６９５３万９４７０円は、課税資産の譲渡等と課税資産の譲

渡等以外の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れに係る支払対価の額である。 

エ 課税仕入れに係る消費税額（別表２－１⑫欄） ４４億５５９５万４２１４円 

上記金額は、前記ウの金額に１０５分の４を乗じて算出した額である。 

オ 控除対象仕入税額（別表２－１⑯欄） ４４億５５６０万６２３７円 

上記金額は、平成２５年１２月課税期間における課税売上高が５億円を超えるため、消

費税法３０条２項の規定に基づき、前記エの金額のうち課税資産の譲渡等にのみ要する

課税仕入れの税額である原告が平成２５年１２月課税期間消費税等修正申告書において

当該税額とした金額４３億２７００万３１７２円（甲４の１の２・２枚目⑭欄、別表２

－１⑬欄）に、課税資産の譲渡等と課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等に共通して要

する課税仕入れの税額１億２８９１万９５２３円（原告が平成２５年１２月課税期間消

費税等修正申告書において当該税額とした金額１億３５３７万８１６９円［甲４の１の

２・２枚目⑮欄］から前記ウの差引減算額１億６９５３万９４７０円の消費税額である

当該金額に１０５分の４を乗じて算出した金額６４５万８６４６円を差し引いた金額。

別表２－１⑭欄）に課税売上割合９９．７５４５３１３％（別表２－１⑥欄）を乗じて

計算した金額１億２８６０万３０６５円を加算した金額である。 

なお、上記課税売上割合は、原告が平成２５年１２月課税期間消費税等修正申告書にお

いて非課税売上額とした金額２億７８１５万８４２８円（甲４の１の２・２枚目⑥欄）

から、原告の振替経理処理により貸付金とした金額に係る受取利息の額２４４万９５９

３円を減算した金額２億７５７０万８８３５円（別表２－１④欄）を非課税売上額とし

たところにより算定した割合である。 
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カ 納付すべき消費税額（別表２－１⑰欄） ３０９７万６７００円 

上記金額は、前記イの金額から前記オの金額を差し引いた金額（ただし、国税通則法１

１９条１項の規定に基づき、１００円未満を切り捨てた後のもの）である。 

キ 既に納付の確定した消費税額（別表２－１⑱欄） ２４５３万６８００円 

上記金額は、原告の平成２５年１２月課税期間消費税等修正申告書（甲４の１の２・１

枚目）の⑨「差引税額」欄に記載された金額である。 

ク 差引納付すべき消費税額（別表２－１⑲欄） ６４３万９９００円 

上記金額は、前記カの金額から前記キの金額を差し引いた後の金額である。 

ケ 納付すべき譲渡割額（別表２－１⑳欄） ７７４万４１００円 

上記金額は、地方消費税の課税標準である前記カの金額に１００分の２５を乗じた金額

（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定に基づき、１００円未満を切り捨てた

後のもの）である。 

コ 既に納付の確定した譲渡割額（別表２－１㉑欄） ６１３万４２００円 

上記金額は、原告の平成２５年１２月課税期間消費税等修正申告書（甲４の１の２・１

枚目）の⑳「納税額」欄に記載された金額である。 

サ 差引納付すべき譲渡割額（別表２－１㉒欄） １６０万９９００円 

上記金額は、前記ケの金額から前記コの金額を差し引いた後の金額である。 

シ 差引納付すべき消費税等の合計税額（別表２－１㉓欄） ８０４万９８００円 

上記金額は、前記クの金額と前記サの金額との合計金額である。 

（２）平成２６年１２月課税期間（別表２－３、２－４） 

ア 課税標準額（別表２－３⑦「合計」欄） １１４６億３８２７万２０００円 

上記金額は、原告の平成２６年１２月課税期間の消費税等の修正申告書（以下「平成２

６年１２月課税期間消費税等修正申告書」という。甲４の２の２・１枚目）の①「課税

標準額」欄に記載された金額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額（別表２－３⑧「合計」欄）６５億２８２５万３０２０円 

上記金額は次の（ア）及び（イ）の金額の合計額である。 

（ア）税率４％適用分 １２億０６８８万３６８０円 

上記金額は、原告の平成２６年１２月課税期間消費税等修正申告書の付表１（甲４の

２の２・２枚目）の②「消費税額」・「税率４％適用分」欄に記載された金額（別表２－

３⑧「税率４％適用分」欄）である。 

（イ）税率６．３％適用分 ５３億２１３６万９３４０円 

上記金額は、原告の平成２６年１２月課税期間消費税等修正申告書の付表１（甲４の

２の２・２枚目）の②「消費税額」・「税率６．３％適用分」欄に記載された金額（別表

２－３⑧「税率６．３％適用分」欄）である。 

ウ 課税仕入れに係る支払対価の額（別表２－３⑪「合計」欄） 

１１９９億４１７８万７００９円 

上記金額は、次の（ア）及び（イ）の金額の合計額である。 

（ア）税率４％適用分 ３０１億８９７２万９９４２円 

上記金額は、平成２６年１２月課税期間消費税等修正申告書における課税仕入れに係

る支払対価の額（税率４％適用分）３０２億９５５６億８３７７円（甲４の２の２・３
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枚目⑧欄、別表２－４①「税率４％適用分」欄）から、別表２－４の加算欄（②ないし

④欄）及び減算欄（⑤ないし⑧欄）にそれぞれ記載した理由により、同各欄の金額に基

づく差引減算額１億０５８３万８４３５円（別表２－４⑨「税率４％適用分」欄）を減

算した金額である。 

なお、上記差引減算額１億０５８３万８４３５円は、課税資産の譲渡等と課税資産の

譲渡等以外の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れに係る支払対価の額である。 

（イ）税率６．３％適用分 ８９７億５２０５万７０６７円 

上記金額は、平成２６年１２月課税期間消費税等修正申告書における課税仕入れに係

る支払対価の額（税率６．３％適用分）８９８億２８２７億７１７１円（甲４の２の

２・３枚目⑧欄、別表２－４①「税率６．３％適用分」欄）から、別表２－４の加算欄

（②ないし④欄）及び減算欄（⑤ないし⑧欄）にそれぞれ記載した理由により、同各欄

の金額に基づく差引減算額７６２２万０１０４円（別表２－４⑨「税率６．３％適用

分」欄）を減算した金額である。 

なお、上記差引減算額７６２２万０１０４円は、課税資産の譲渡等と課税資産の譲渡

等以外の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れに係る支払対価の額である。 

エ 課税仕入れに係る消費税額（別表２－３⑫「合計」欄） ６３億８５６２万１６１２円 

上記金額は、次の（ア）及び（イ）の金額の合計額である。 

（ア）税率４％適用分 １１億５００８万４９５０円 

上記金額は、前記ウ（ア）の金額に１０５分の４を乗じて算出した額である。 

（イ）税率６．３％適用分 ５２億３５５３万６６６２円 

上記金額は、前記ウ（イ）の金額に１０８分の６．３を乗じて算出した額である。 

オ 控除対象仕入税額（別表２－３⑯「合計」欄） ６３億８４２０万４７４７円 

上記金額は次の（ア）及び（イ）の金額の合計額である。 

（ア）税率４％適用分 １１億４９８６万１２０６円 

上記金額は、原告の平成２６年１２月課税期間における課税売上高が５億円を超える

ため、消費税法３０条２項の規定に基づき、前記エ（ア）の金額のうち課税資産の譲渡

等にのみ要する課税仕入れの税額である原告が平成２６年１２月課税期間消費税等修正

申告書において当該税額とした金額１１億１５７８万３６３７円（甲４の２の２・３枚

目⑭「税率４％適用分」欄、別表２－３⑬「税率４％適用分」欄）に、課税資産の譲渡

等と課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れの税額３４２８

万５７３５円（原告が平成２６年１２月課税期間消費税等修正申告書において当該税額

とした金額３８３１万７６７５円［甲４の２の２・３枚目⑮「税率４％適用分」欄］か

ら前記ウ（ア）の差引減算額１億０５８３万８４３５円の消費税額である当該金額に１

０５分の４を乗じて算出した金額４０３万１９４０円を差し引いた金額。別表２－３⑭

「税率４％適用分」欄）に課税売上割合９９．３９２８５０１％（別表２－３⑥欄）を

乗じて計算した金額３４０７万７５６９円を加算した金額である。 

なお、上記課税売上割合は、原告が平成２６年１２月課税期間消費税等修正申告書に

おいて非課税売上額とした金額７億０７１７万２９４３円（甲４の２の２・３枚目⑥

欄）から、原告の振替経理処理により貸付金とした金額に係る受取利息の額６８７万７

９１０円を減算した金額７億００２９万５０３３円（別表２－３④欄）を非課税売上額
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としたところにより算定した割合である。 

（イ）税率６．３％適用分 ５２億３４３４万３５４１円 

上記金額は、原告の平成２６年１２月課税期間における課税売上高が５億円を超える

ため、消費税法３０条２項の規定に基づき、前記エ（イ）の金額のうち課税資産の譲渡

等にのみ要する課税仕入れの税額である原告が平成２６年１２月課税期間消費税等修正

申告書において当該税額とした金額５０億６００９万１６４９円（甲４の２の２・３枚

目⑭「税率６．３％適用分」欄、別表２－３⑬「税率６．３％適用分」欄）に、課税資

産の譲渡等と課税資産の譲渡等以外の資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れの税額

１億７５３１万６３２５円（原告が平成２６年１２月課税期間消費税等修正申告書にお

いて当該税額とした金額１億７９７６万２４９７円［甲４の２の２・３枚目⑮「税率６．

３％適用分」欄］から前記ウ（イ）の差引減算額７６２２万０１０４円の消費税額であ

る当該金額に１０８分の６．３を乗じて算出した金額４４４万６１７２円を差し引いた

金額。別表２－３⑭「税率６．３％適用分」欄）に課税売上割合９９．３９２８５０

１％（別表２－３⑥欄）を乗じて計算した金額１億７４２５万１８９２円を加算した金

額である。 

なお、課税売上割合は前記（ア）と同内容である。 

カ 納付すべき消費税額（別表２－３⑰「合計」欄） １億４４０４万８２００円 

上記金額は、次の（ア）及び（イ）の金額の合計額（ただし、国税通則法１１９条１項

の規定に基づき、１００円未満を切り捨てた後のもの）である。 

（ア）税率４％適用分 ５７０２万２４７４円 

上記金額は、前記イ（ア）の金額から前記オ（ア）の金額を差し引いた金額である。 

（イ）税率６．３％適用分 ８７０２万５７９９円 

上記金額は、前記イ（イ）の金額から前記オ（イ）の金額を差し引いた金額である。 

キ 既に納付の確定した消費税額（別表２－３⑱欄） １億３５６３万４５００円 

上記金額は、原告の平成２６年１２月課税期間消費税等修正申告書（甲４の２の２・１

枚目）の⑨「差引税額」欄に記載された金額である。 

ク 差引納付すべき消費税額（別表２－３⑲欄） ８４１万３７００円 

上記金額は、前記カの金額から前記キの金額を差し引いた後の金額である。 

ケ 納付すべき譲渡割額（別表２－３⑳「合計」欄） ３７７３万８７００円 

上記金額は次の（ア）及び（イ）の金額の合計額（ただし、地方税法２０条の４の２第

３項の規定に基づき、１００円未満を切り捨てた後のもの）である。 

（ア）税率４％適用分 １４２５万５６１８円 

上記金額は、地方消費税の課税標準である前記カ（ア）の金額に１００分の２５を乗

じた金額である。 

（イ）税率６．３％適用分 ２３４８万３１５２円 

上記金額は、地方消費税の課税標準である前記カ（イ）の金額に６３分の１７を乗じ

た金額である。 

コ 既に納付の確定した譲渡割額（別表２－３㉑欄） ３５５４万７８００円 

上記金額は、原告の平成２６年１２月課税期間消費税等修正申告書（甲４の２の２・１

枚目）の⑳「納税額」欄に記載された金額である。 



31 

サ 差引納付すべき譲渡割額（別表２－３㉒欄） ２１９万０９００円 

上記金額は、前記ケの金額から前記コの金額を差し引いた後の金額である。 

シ 差引納付すべき消費税等の合計税額（別表２－３㉓欄） １０６０万４６００円 

上記金額は、前記クの金額と前記サの金額との合計金額である。 

（３）小括 

以上のとおり、原告の本件各課税期間の消費税に係る控除対象仕入税額、納付すべき消

費税額及び納付すべき地方消費税額（譲渡割額）は、本件消費税等各更正処分における控

除対象仕入税額、納付すべき消費税額及び納付すべき地方消費税額（別表１－３の「更正

処分等」欄）と同額であるから、本件消費税等各更正処分はいずれも適法である。 

２ 本件各納税告知処分の適法性 

（１）本件各納税告知処分の根拠（別表３） 

別紙２の本件各購入品等に係る各購入等の額は、後記６（２）（被告の主張）のとおり、

原告から副社長に対する所得税法２８条１項に規定する給与等の額に該当し、本件各購入

品等の購入等により副社長に利益が移転することにより、同法１８３条１項の給与等の

「支払」があったものというべきであるから、原告は、その支払の際、同項の規定による

所得税及び復興財源確保法２８条１項の規定による復興特別所得税額を併せた金額（ただ

し、復興特別所得税額についてはその徴収を平成２５年１月１日以後に行うべきものの

み。）を徴収し、これを国に納付しなければならない。 

また、副社長は、原告に対して平成２４年ないし平成２６年の各年分に係る扶養控除申

告書（乙４３の１及び２）を提出しており、同人の扶養親族等は０人で、原告の同人に対

する給与等の支給期は毎月と定められているものと認められる（乙４４の１ないし３）。 

そうすると、本件期間に係る各月分の原告の源泉所得税等の額は、平成２４年１２月３

１日までに徴収すべきものについては所得税法別表第二に掲げる所得税額、平成２５年１

月１日以後に徴収すべきものについては復興財源確保法２９条１項１号により定める財務

大臣が定める表（以下、「平成２５年分以後源泉徴収税額表」という。乙１１［４～１１枚

目］）に掲げる所得税額及び復興特別所得税額（上記別表第二又は平成２５年分以後源泉徴

収税額表における、各月分の給与等の金額に応じた「その月の社会保険料等控除後の給与

等の金額」欄の該当する行と「甲」欄の「扶養親族等の数」の「０人」に対応する税額）

であり、このうち、本件各購入品等に係る給与等の額について原告が副社長から徴収し納

付すべき額は、別表３の「本件税務調査に基づくもの」の「左記金額に係る源泉所得税等

の額」欄の各税額から、「前回調査までのもの」の「左記金額に係る源泉所得税等の額（前

回調査までの課税済分）」欄の各税額を差し引いた「差引納付税額」欄の各金額となる。 

（２）本件各納税告知処分の適法性 

以上のとおり、原告が副社長から徴収し納付すべき本件期間に係る各月分の源泉所得税

等の額は別表３「差引納付税額」欄のとおりであり、本件各納税告知処分における納付す

べき税額（別表１－４の「納税告知処分」欄）と同額であるから、本件各納税告知処分は

いずれも適法である。 

３ 本件各賦課決定処分の適法性 

（１）本件消費税等各更正処分に係る過少申告加算税の各賦課決定処分の適法性 

ア 平成２５年１２月課税期間消費税等更正処分に係る過少申告加算税の賦課決定処分の
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根拠 

平成２５年１２月課税期間消費税等更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、

同更正処分により納付すべき消費税等の合計税額８０４万円（前記１（１）シ。ただし、

国税通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。

別表２－１㉔欄）に、１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８０万４０００円

（別表２－１㉕欄）である。 

イ 平成２６年１２月課税期間消費税等更正処分に係る過少申告加算税の賦課決定処分の

根拠 

平成２６年１２月課税期間消費税等更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、

同更正処分により納付すべき消費税等の合計税額１０６０万円（前記１（２）シ）。ただ

し、国税通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のも

の。別表２－３㉔欄）に、１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１０６万円（別

表２－３㉕欄）である。 

ウ 小括 

以上のとおり、本件消費税等各更正処分に伴って原告に賦課されるべき過少申告加算税

の金額は、本件消費税等各更正処分に係る過少申告加算税の各賦課決定処分により原告

に賦課された過少申告加算税の金額（別表１－３「更正処分等」欄）と同額である。 

また、前記１のとおり、本件消費税等各更正処分は適法であるところ、同各更正処分に

基づき原告が新たに納付すべき消費税等の合計税額の計算の基礎となった事実のうちに、

同各更正処分前の消費税等の合計税額の計算の基礎とされていなかったことについて国

税通則法６５条４項にいう「正当な理由」があると認められるものはない。 

したがって、本件消費税等各更正処分に係る過少申告加算税の各賦課決定処分は適法で

ある。 

（２）本件各納税告知処分に係る不納付加算税の各賦課決定処分の適法性 

ア 本件各納税告知処分に係る不納付加算税の各賦課決定処分の根拠 

本件各納税告知処分に伴って賦課される不納付加算税の額は、同各告知処分により納付

すべき源泉所得税等の額（ただし、国税通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満

の端数金額を切り捨てた後のもの。）に、１００分の１０の割合を乗じて算出した金額

（別表３「不納付加算税額」欄）の合計額である。 

イ 本件各納税告知処分に係る不納付加算税の各賦課決定処分の適法性 

以上のとおり、本件各納税告知処分に伴って原告に賦課されるべき不納付加算税の金額

は、本件各納税告知処分に係る不納付加算税の各賦課決定処分により原告に賦課された

不納付加算税の金額（別表１－４「不納付加算税賦課決定処分」欄）と同額である。 

また、前記２のとおり、本件各納税告知処分は適法であるところ、原告が当該各納税告

知処分に係る源泉所得税等の額を法定納期限までに納付しなかったことについて国税通

則法６７条１項ただし書にいう「正当な理由」があると認められるものはない。 

したがって、本件各納税告知処分に係る不納付加算税の各賦課決定処分は適法である。 
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別紙２から別紙３まで省略 
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（別表１－１） 

課税の経緯（法人税） 

【単位:円】

区分 
項目 

確定申告 修正申告 賦課決定処分 更正処分等 審査請求 裁決 

平
成
25
年
12
月
期

年月日 平成26年2月28日 平成28年1月7日 平成28年8月30日 平成28年8月30日 平成28年11月30日 平成29年11月14日

所得金額 971,932,217 991,515,327 989,214,811

全部取消し 

却下 

法人税額 247,002,660 251,996,325 251,409,570

控除税額 18,535,320 18,535,320 18,535,320

差引所得に対する
法人税額 

228,467,300 233,461,000 232,874,200

既に納付の確定した
法人税額 

112,571,900 228,467,300 233,461,000

差引納付すべき
法人税額 

115,895,400 4,993,700 △586,800

過少申告加算税の額 499,000 440,000 棄却 

平
成
26
年
12
月
期

年月日 平成27年2月27日 平成28年1月7日 平成28年8月30日 平成28年8月30日 平成28年11月30日 平成29年11月14日

所得金額 794,981,844 823,839,985 817,404,899

全部取消し 

却下 

法人税額 201,880,155 209,238,945 207,598,020

控除税額 17,549,088 17,549,088 17,549,088

差引所得に対する
法人税額 

184,331,000 191,689,800 190,048,900

既に納付の確定した
法人税額 

114,233,600 184,331,000 191,689,800

差引納付すべき
法人税額 

70,097,400 7,358,800 △1,640,900

過少申告加算税の額 735,000 571,000 棄却 

（注１）「差引納付すべき法人税額」欄の△印は、差引減少する法人税額を示す。 
（注２）「更正処分等」欄の過少申告加算税の額については、本件各変更決定処分後の賦課決定額を示す。 



35 

（別表１－２） 

課税の経緯（復興特別法人税） 

【単位:円】 

区分 
項目 

確定申告 修正申告 賦課決定処分 更正処分等 審査請求 裁決 

平
成
25
年
12
月
課
税
事
業
年
度

年月日 平成26年2月28日 平成28年1月7日 平成28年8月30日 平成28年8月30日 平成28年11月30日 平成29年11月14日

課税標準法人税額 247,002,000 251,996,000 251,409,000

全部取消し 

却下 

復興特別法人税額 24,700,200 25,199,600 25,140,900

控除税額 352,837 352,837 352,837

差引復興特別 
法人税額 

24,347,300 24,846,700 24,788,000

既に納付の確定した
復興特別法人税額

24,347,300 24,846,700

差引納付すべき
復興特別法人税額

24,347,300 499,400 △58,700

過少申告加算税の額 49,000 44,000 棄却 

平
成
26
年
12
月
課
税
事
業
年
度

年月日 平成27年2月27日 平成28年1月7日 平成28年8月30日 平成28年8月30日 平成28年11月30日 平成29年11月14日

課税標準法人税額 201,880,000 209,238,000 207,598,000

全部取消し 

却下 

復興特別法人税額 20,188,000 20,923,800 20,759,800

控除税額 325,263 325,263 325,263

差引復興特別 
法人税額 

19,862,700 20,598,500 20,434,500

既に納付の確定した
復興特別法人税額

19,862,700 20,598,500

差引納付すべき
復興特別法人税額

19,862,700 735,800 △164,000

過少申告加算税の額 73,000 57,000 棄却 

（注１）「差引納付すべき復興特別法人税額」欄の△印は、差引減少する復興特別法人税額を示す。 
（注２）「更正処分等」欄の過少申告加算税の額については、本件各変更決定処分後の賦課決定額を示す。 
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（別表１―３） 

課税の経緯（消費税等） 

【単位:円】 

区分 
項目 

確定申告 修正申告 賦課決定処分 更正処分等 審査請求 裁決 

平
成
25
年
12
月
課
税
期
間

年月日 平成26年2月28日 平成28年1月7日 平成28年8月30日 平成28年8月30日 平成28年11月30日 平成29年11月14日

消
費
税

課税標準額 112,164,574,000 112,164,574,000 112,164,574,000

全部取消し 棄却 

消費税額 4,486,582,960 4,486,582,960 4,486,582,960

控除対象 
仕入税額 

4,466,669,487 4,462,046,084 4,455,606,237

納付すべき 
消費税額 

19,913,400 24,536,800 30,976,700

地
方
消
費
税

課税標準となる
消費税額 

19,913,400 24,536,800 30,976,700

納付すべき 
譲渡割額 

4,978,300 6,134,200 7,744,100

消費税等の 
合計納付税額 

24,891,700 30,671,000 38,720,800

過少申告加算税の額 577,000 804,000

平
成
26
年
12
月
課
税
期
間

年月日 平成27年2月27日 平成28年1月7日 平成28年8月30日 平成28年8月30日 平成28年11月30日 平成29年11月14日

消
費
税

課税標準額 114,638,272,000 114,638,272,000 114,638,272,000

全部取消し 棄却 

消費税額 6,528,253,020 6,528,253,020 6,528,253,020

控除対象 
仕入税額 

6,403,364,035 6,392,618,459 6,384,204,747

納付すべき 
消費税額 

124,888,900 135,634,500 144,048,200

地
方
消
費
税

課税標準となる
消費税額 

124,888,900 135,634,500 144,048,200

納付すべき 
譲渡割額 

32,698,400 35,547,800 37,738,700

消費税等の 
合計納付税額 

157,587,300 171,182,300 181,786,900

過少申告加算税の額 1,359,000 1,060,000
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（別表１－４） 

課税の経緯（源泉所得税又は源泉所得税等） 

【単位:円】 

項目 

支払年月

所得の種類 法定納期限

納税告知処分 
不納付加算税 

賦課決定処分 
審査請求 裁決 

平成28年10月27日 平成28年10月27日 平成28年11月30日 平成29年11月14日

平成24年6月 給与 平成24年7月10日 316,112 31,000

全部取消し 棄却 

平成24年7月 給与 平成24年8月10日 1,888,693 188,000

平成24年10月 給与 平成24年11月12日 1,113,210 111,000

平成24年11月 給与 平成24年12月10日 2,114,700 211,000

平成24年12月 給与 平成25年1月10日 6,655,240 665,000

平成25年1月 給与 平成25年2月12日 8,000,313 800,000

平成25年2月 給与 平成25年3月11日 7,762,628 776,000

平成25年3月 給与 平成25年4月10日 10,321,144 1,032,000

平成25年4月 給与 平成25年5月10日 7,860,113 786,000

平成25年5月 給与 平成25年6月10日 8,765,095 876,000

平成25年6月 給与 平成25年7月10日 13,465,265 1,346,000

平成25年7月 給与 平成25年8月12日 11,100,098 1,110,000

平成25年8月 給与 平成25年9月10日 8,296,509 829,000

平成25年9月 給与 平成25年10月10日 12,573,879 1,257,000

平成25年10月 給与 平成25年11月11日 9,725,333 972,000

平成25年11月 給与 平成25年12月10日 13,769,526 1,376,000

平成25年12月 給与 平成26年1月10日 15,056,070 1,505,000

平成26年1月 給与 平成26年2月10日 14,607,696 1,460,000

平成26年2月 給与 平成26年3月10日 17,138,273 1,713,000

平成26年3月 給与 平成26年4月10日 14,893,625 1,489,000

平成26年4月 給与 平成26年5月12日 15,035,489 1,503,000

平成26年5月 給与 平成26年6月10日 14,950,198 1,495,000

平成26年6月 給与 平成26年7月10日 13,175,202 1,317,000

平成26年7月 給与 平成26年8月11日 10,684,103 1,068,000

平成26年8月 給与 平成26年9月10日 9,037,251 903,000

平成26年9月 給与 平成26年10月10日 9,524,957 952,000

平成26年10月 給与 平成26年11月10日 9,266,356 926,000

平成26年11月 給与 平成26年12月10日 5,842,051 584,000

平成26年12月 給与 平成27年1月13日 852,685 85,000
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（別表２－１） 

平成25年12月課税期間の消費税等の合計税額及び過少申告加算税額 

【単位：円】 

項目 金額 

課税売上額 ① 112,164,574,590

非課税資産の輸出等の金額、海外支店等へ移送した資産の価額 ② △120,926,103

課税資産の譲渡等の対価の額（①＋②） ③ 112,043,648,487

非課税売上額 ④ 275,708,835

資産の譲渡等の対価の額（③＋④） ⑤ 112,319,357,322

課税売上割合（③/⑤） ⑥ 99.7545313％

課税標準額（千円未満切捨て） ⑦ 112,164,574,000

課税標準額に対する消費税額（⑦×4/100） ⑧ 4,486,582,960

課税仕入れに係る支払対価の額 
（更正処分前・税込金額）

⑨ 117,138,337,590

減算 差引減算額（税込金額）（別表２―２「⑤」欄） ⑩ 169,539,470

差引課税仕入れに係る支払対価の額（⑨－⑩） ⑪ 116,968,798,120

課税仕入れに係る消費税額（⑪×4/105） ⑫ 4,455,954,214

⑫のうち、課税売上にのみ要するもの ⑬ 4,327,003,172

⑫のうち、課税売上と非課税売上に共通して要するもの ⑭ 128,919,523

個別対応方式により控除する課税仕入れ等の税額 

（⑬＋（⑭×⑥）） 
⑮ 4,455,606,237

控除対象仕入税額 ⑯ 4,455,606,237

納付すべき消費税額（⑧－⑯） 

（百円未満切捨て） 
⑰ 30,976,700

既に納付の確定した消費税額 ⑱ 24,536,800

差引納付すべき消費税額（⑰－⑱） ⑲ 6,439,900

納付すべき譲渡割額（⑰×25/100） 

（百円未満切捨て） 
⑳ 7,744,100

既に納付の確定した譲渡割額 ㉑ 6,134,200

差引納付すべき譲渡割額（⑳－㉑） ㉒ 1,609,900

差引納付すべき消費税等の合計税額（⑲＋㉒） ㉓ 8,049,800

過少申告加算税対象額（㉓の１万円未満の端数切捨て） ㉔ 8,040,000

過少申告加算税額（㉔×10％） ㉕ 804,000
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（別表２―２） 

平成25年12月課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額 

【単位：円】 

項目 金額 

課税仕入れに係る支払対価の額（更正処分前・税込金額） 
（別表２－１「⑨」欄） 

① 117,138,337,590

加算
原告が、平成25年12月課税期間消費税等修正申告書において、

同課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額から減算する 
必要がなかったにもかかわらず、誤って減算していた金額 

② 553,455

減算

前記第７の理由により課税仕入れに係る支払対価の額に 
該当しない額（本件宝飾品等の購入等に係るもの）

③ 161,305,425

前記第７の理由により課税仕入れに係る支払対価の額に 
該当しない額（本件振替後交際費分の購入等に係るもの） 

④ 8,787,500

差引減算額（税込金額） 
（③＋④－②） 

⑤ 169,539,470

差引課税仕入れに係る支払対価の額（①－⑤） ⑥ 116,968,798,120
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（別表２―３） 

平成26年12月課税期間の消費税等の合計税額及び過少申告加算税額 

【単位：円】 

区分 
項目

税率４％適用分 税率6.3％適用分 合計 

課税売上額 ① 30,172,092,526 84,466,180,163 114,638,272,689

非課税資産の輸出等の金額、海外支店等へ 
移送した資産の価額 

② 2,820,553

課税資産の譲渡等の対価の額（①＋②） ③ 114,641,093,242

非課税売上額 ④ 700,295,033

資産の譲渡等の対価の額（③＋④） ⑤ 115,341,388,275

課税売上割合（③/⑤） ⑥ 99.3928501％

課税標準額 
（千円未満切捨て） 

⑦ 30,172,092,000 84,466,180,000 114,638,272,000

課税標準額に対する消費税額 
（「税率４％適用分」欄について⑦×4/100） 

（「税率6.3％適用分」欄について⑦×6.3/100）

⑧ 1,206,883,680 5,321,369,340 6,528,253,020

課税仕入れに係る支払対価の額 
（更正処分前・税込金額） 

⑨ 30,295,568,377 89,828,277,171 120,123,845,548

減算
差引減算額（税込金額） 
（別表２－４「⑨」欄） 

⑩ 105,838,435 76,220,104 182,058,539

差引課税仕入れに係る支払対価の額（⑨－⑩） ⑪ 30,189,729,942 89,752,057,067 119,941,787,009

課税仕入れに係る消費税額
（「税率４％適用分」欄について⑪×4/105） 

（「税率6.3％適用分」欄について⑪×6.3/108）

⑫ 1,150,084,950 5,235,536,662 6,385,621,612

⑫のうち、課税売上にのみ要するもの ⑬ 1,115,783,637 5,060,091,649 6,175,875,286

⑫のうち、課税売上と非課税売上に共通して 
要するもの 

⑭ 34,285,735 175,316,325 209,602,060

個別対応方式により控除する課税仕入れ等の税額 
（⑬＋（⑭×⑥） 

⑮ 1,149,861,206 5,234,343,541 6,384,204,747

控除対象仕入税額 ⑯ 1,149,861,206 5,234,343,541 6,384,204,747

納付すべき消費税額（⑧－⑯） 
（「合計」欄について百円未満切捨て） 

⑰ 57,022,474 87,025,799 144,048,200

既に納付の確定した消費税額 ⑱ 135,634,500

差引納付すべき消費税額（⑰－⑱） ⑲ 8,413,700

納付すべき譲渡割額 
（「税率４％適用分」欄について⑰×25/100） 
（「税率6.3％適用分」欄について⑰×17/63） 

（「合計」欄について百円未満切捨て）

⑳ 14,255,618 23,483,152 37,738,700

既に納付の確定した譲渡割額 ㉑ 35,547,800

差引納付すべき譲渡割額（⑳－㉑） ㉒ 2,190,900

差引納付すべき消費税等の合計税額 
（⑲＋㉒） 

㉓ 10,604,600

過少申告加算税対象額 
（㉓の１万円未満の端数切捨て） 

㉔ 10,600,000

過少申告加算税額（㉔×10％） ㉕ 1,060,000
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（別表２―４） 

平成26年12月課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額 

【単位：円】 

区分 

項目 
税率４％適用分 税率6.3％適用分 合計 

課税仕入れに係る支払対価の額 
（更正処分前・税込金額） 
（別表２―３「⑨」欄）

① 30,295,568,377 89,828,277,171 120,123,845,548

加算

原告が、平成26年12月課税期間消費税等 
修正申告書において、同課税期間の課税 
仕入れに係る支払対価の額から減算する 
必要がなかったにもかかわらず、誤って 
減算していた金額 

② 5,864,400 5,864,400

原告が平成26年12月課税期間消費税等 
修正申告書において「税率４％適用分」 
に含めるべきところ誤って「税率6.3％ 
適用分」に含めていた金額 

③ 686,700 686,700

原告が平成26年12月課税期間消費税等 
修正申告書において「税率6.3％適用分」 
に含めるべきところ誤って「税率４％ 
適用分」に含めていた金額 

④ 144,180 144,180

減算

前記第７の理由により課税仕入れに係る 
支払対価の額に該当しない額（本件宝飾品
等の購入等に係るもの） 

⑤ 89,056,000 81,541,984 170,597,984

前記第７の理由により課税仕入れに係る 
支払対価の額に該当しない額（平成26年 
12月課税期間消費税等修正申告書において
交際接待費として課税仕入れに係る支払 
対価の額に含まれているもの）（注) 

⑥ 17,324,955 17,324,955

原告が平成26年12月課税期間消費税等 
修正申告書において「税率４％適用分」 
に含めるべきところ誤って「税率6.3％ 
適用分」に含めていた金額 

⑦ 686,700 686,700

原告が平成26年12月課税期間消費税等 
修正申告書において「税率6.3％適用分」 
に含めるべきところ誤って「税率４％ 
適用分」に含めていた金額 

⑧ 144,180 144,180

差引減算額（税込金額） 
（「税率４％適用分」欄について⑤＋⑥＋⑧－③） 

（「税率6.3％適用分」欄について⑤＋⑦－②－④）

⑨ 105,838,435 76,220,104 182,058,539

差引課税仕入れに係る支払対価の額 
（①－⑨） 

⑩ 30,189,729,942 89,752,057,067 119,941,787,009

(注)⑥の金額の内容は、本件服飾品等又は本件宝飾品等の一部である。原告は、⑥の金額について、平成26年12月期の交際 

接待費に計上し、平成26年12月課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額に含めて平成26年12月課税期間消費税等確定申 

告書を提出していたにもかかわらず、平成25年12月期の交際接待費計上分として本件振替経理処理をしたところにより修 

正申告を行ったため、⑥の金額は、平成26年12月課税期間消費税等修正申告書においても、交際接待費として課税仕入れ 

に係る支払対価の額に含まれたままになっていたものである。 
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（別表３）

本件期間に係る源泉所得税等及び不納付加算税の内訳  

【単位：円】 

支払年月

前回調査までのもの 本件税務調査に基づくもの 

差引納付税額

（⑧） 

（⑦－⑤）

不納付加算税額

（⑧の１万円未

満端数切捨×

10％） 

役員報酬額

（①） 

社会保険料等

（②） 

前回調査に

基づく給与

等認定額 

（③） 

社会保険料等

控除後の給与

等の額（④）

（①－②＋③）

左記金額に係る

源泉所得税等の

額（前回調査ま

での課税済分）

（⑤） 

本件税務調査に

基づく給与等

認定額（⑥）

本件税務調査後

の社会保険料等

控除後の給与等

の金額 

（④＋⑥）

左記金額に係る

源泉所得税等の

額（⑦） 

平成24年6月 1,440,000 106,537 273,801 1,607,264 319,568 858,000 2,465,264 635,680 316,112 31,000

平成24年7月 1,440,000 106,537 252,580 1,586,043 312,883 5,000,000 6,586,043 2,201,576 1,888,693 188,000

平成24年8月 1,440,000 106,537 3,257,089 4,590,552 1,443,289 － 4,590,552 1,443,289 － －

平成24年9月 1,440,000 106,537 220,000 1,553,463 302,620 － 1,553,463 302,620 － －

平成24年10月 1,440,000 107,635 1,644,330 2,976,695 830,024 2,929,500 5,906,195 1,943,234 1,113,210 111,000

平成24年11月 1,440,000 107,635 2,040,360 3,372,725 980,515 5,565,000 8,937,725 3,095,215 2,114,700 211,000

平成24年12月 1,440,000 107,635 3,430,412 4,762,777 1,508,735 17,513,790 22,276,567 8,163,975 6,655,240 665,000

平成25年1月 1,440,000 107,635 368,420 1,700,785 363,262 19,596,255 21,297,040 8,363,575 8,000,313 800,000

平成25年2月 1,440,000 107,635 2,382,700 3,715,065 1,183,096 19,007,415 22,722,480 8,945,724 7,762,628 776,000

平成25年3月 1,440,000 107,635 1,759,800 3,092,165 928,704 25,272,145 28,364,310 11,249,848 10,321,144 1,032,000

平成25年4月 1,440,000 110,055 1,763,589 3,093,534 929,263 19,246,115 22,339,649 8,789,376 7,860,113 786,000

平成25年5月 1,440,000 110,055 2,055,915 3,385,860 1,048,649 21,462,035 24,847,895 9,813,744 8,765,095 876,000

平成25年6月 1,440,000 110,055 2,277,590 3,607,535 1,139,181 32,970,777 36,578,312 14,604,446 13,465,265 1,346,000

平成25年7月 1,440,000 110,055 1,115,155 2,445,100 664,442 27,179,475 29,624,575 11,764,540 11,100,098 1,110,000

平成25年8月 1,440,000 110,055 2,156,410 3,486,355 1,089,691 20,314,665 23,801,020 9,386,200 8,296,509 829,000

平成25年9月 1,440,000 110,055 － 1,329,945 237,950 30,859,000 32,188,945 12,811,829 12,573,879 1,257,000

平成25年10月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,580 23,884,300 25,213,148 9,962,913 9,725,333 972,000

平成25年11月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,580 33,786,830 35,115,678 14,007,106 13,769,526 1,376,000

平成25年12月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,580 36,937,035 38,265,883 15,293,650 15,056,070 1,505,000

平成26年1月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,580 35,839,155 37,168,003 14,845,276 14,607,696 1,460,000

平成26年2月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,580 42,035,475 43,364,323 17,375,853 17,138,273 1,713,000

平成26年3月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,580 36,539,275 37,868,123 15,131,205 14,893,625 1,489,000

平成26年4月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,580 36,886,640 38,215,488 15,273,069 15,035,489 1,503,000

平成26年5月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,580 36,677,798 38,006,646 15,187,778 14,950,198 1,495,000

平成26年6月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,946 32,332,476 33,661,324 13,413,148 13,175,202 1,317,000

平成26年7月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,946 26,232,820 27,561,668 10,922,049 10,684,103 1,068,000

平成26年8月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,946 22,200,372 23,529,220 9,275,197 9,037,251 903,000

平成26年9月 1,440,000 111,152 － 1,328,848 237,946 23,394,560 24,723,408 9,762,903 9,524,957 952,000

平成26年10月 1,440,000 112,249 － 1,327,751 237,576 22,761,544 24,089,295 9,503,932 9,266,356 926,000

平成26年11月 1,440,000 112,249 － 1,327,751 237,576 14,376,860 15,704,611 6,079,627 5,842,051 584,000

平成26年12月 1,440,000 112,249 － 1,327,751 237,576 2,160,000 3,487,751 1,090,261 852,685 85,000

(注)「役員報酬額」欄及び「社会保険料等」欄の金額は、本件副社長に係る源泉徴収簿（乙第44号証の１ないし３）の「課税支給額」欄及び「社会保険料等」欄のそ

れぞれ該当する支払年月の金額である。また、「前回調査に基づく給与等認定額」欄及び「左記金額に係る源泉所得税等の額（前回調査までの課税済分）」欄の金

額は、本件税務調査の前回調査分に係る源泉所得税の各納税告知書の処分の理由の各表（乙第23号証の１・２ないし６ページ、同号証の２・１及び２ページ）の

「月計」欄及び「源泉所得税額」欄（平成25年９月以後支払分については上記源泉徴収簿の「所得税」欄）のそれぞれ該当する支払年月の金額である。 


